
第 55 回岩手県環境審議会 

日時：令和６年６月 19 日（水）13:30～ 

場所：岩手県水産会館５階 大会議室 

次   第 

１ 開 会 

２ 挨 拶 

３ 委員紹介 

４ 議 事 

(１) 岩手県環境審議会会長の選任について

(２) 岩手県環境審議会会長職務代理者の指名について

(３) 岩手県環境審議会部会員の指名について （資料１） 

５ 報 告 

(１) 令和５年度岩手県環境基本計画の進捗状況について （資料２） 

(２) 岩手県環境審議会水質部会審議結果について （資料３） 

(３) 岩手県環境審議会温泉部会審議結果について （資料４） 

６ その他 

７ 閉 会 
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岩手県環境審議会 委員名簿 

（敬称略） 

区  分 氏  名 所属及び職 摘要(出欠状況） 

委  員 

石川 奈緒 岩手大学理工学部 准教授 （欠席） 

伊藤 歩 岩手大学理工学部 教授 （リモート）

岩井 光信 (株)水清建設 

大友 幸子 山形大学名誉教授 （リモート）

小野澤 章子 岩手大学人文社会科学部 准教授 （欠席） 

小野寺 真澄 岩手県環境保全連絡協議会 （欠席） 

工藤 貴子 JA岩手県女性組織協議会 役員 

齊藤 貢 岩手大学理工学部 教授 

櫻井 麗賀 岩手県立大学 総合政策学部 講師 （リモート）

佐々木 千恵子
盛岡市医師会 理事 

葛クリニック 院長 

佐藤 信逸 岩手県町村会（山田町長） 

佐藤 美加子 奥州地方森林組合 総務課長 

佐藤 康 岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合 理事長 （欠席） 

篠原 亜希 岩手弁護士会（日高法律事務所） （リモート）

渋谷 晃太郎 岩手県立大学研究・地域連携本部 名誉教授 

鈴木 まほろ 岩手県立博物館 学芸第二課長補佐 

武田 哲 岩手県市長会（滝沢市長） （欠席） 

丹野 高三 岩手医科大学 教授 

塚本 善弘 岩手大学人文社会科学部 教授 （欠席） 

辻 盛生 岩手県立大学総合政策学部 教授 （リモート）

寺長根 実 (公社）岩手県猟友会 副会長兼専務理事 

晴山 渉 岩手大学理工学部 助教 （リモート）

盛合 敏子 岩手県漁協女性部 会長 （欠席） 

山内 貴義 岩手大学農学部 准教授 （リモート）

山﨑 朗子 岩手大学農学部 助教 

関係行政機関 

（特別委員） 

杉山 佳弘 経済産業省東北経済産業局 資源エネルギー環境部長 
代理 環境・資源循環経済課
長 谷尻 智恵子 

宮本 健也 国土交通省東北地方整備局 企画部長 
（リモート）代理 企画部
環境調整官 樋川 満

宮本 亮 農林水産省東北農政局 生産部長 （リモート）

区  分 氏  名 職  名 

【事務局】

大畑 光宏 環境生活部長

小國 大作 副部長兼環境生活企画室長

加藤 研史 環境担当技監心得兼環境保全課総括課長

吉田 知教 環境生活企画室企画課長

千田 志保 環境生活企画室特命参事兼グリーン社会推進課長

古澤 勉 資源循環推進課総括課長

酒井 淳 自然保護課総括課長

阿部 なるみ 県民くらしの安全課生活衛生担当課長
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日時　令和６年6月19日（水）　13時30分～

場所　岩手県水産会館５階　大会議室

第55回岩手県環境審議会　座席表
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大気 水質 自然・鳥獣 温泉 民泊

1 石川　奈緒 岩手大学理工学部　准教授 環境科学 6期 ○

2 伊藤　　歩 岩手大学理工学部　教授 水環境工学 7期 ○

3 大友　幸子 山形大学名誉教授 地質学 1期 ○

4 小野澤　章子 岩手大学人文社会科学部　准教授 社会学 5期 ○

5 齊藤　貢 岩手大学理工学部　教授 大気環境工学 3期 ○

6 櫻井　麗賀 岩手県立大学 総合政策学部　講師 生態学、動物行動学 1期 ○

7 渋谷　晃太郎 岩手県立大学研究・地域連携本部　名誉教授 林学、自然公園 8期 ○ ○

8 鈴木　まほろ 岩手県立博物館　学芸第二課長補佐 植物 6期 ○

9 丹野　高三 岩手医科大学　特任教授 医学・公衆衛生 6期 ○

10 塚本　善弘 岩手大学人文社会科学部　教授 環境学 3期 ○

11 辻　盛生 岩手県立大学総合政策学部　教授 環境生態工学 3期 ○

12 晴山　渉 岩手大学理工学部　助教 廃棄物工学 3期

13 山内　貴義 岩手大学農学部　准教授 動物・哺乳類（大型獣類） 2期 ○

14 山﨑　朗子 岩手大学農学部　助教 医学・金属中毒 5期 ○

15 小野寺　真澄 岩手県環境保全連絡協議会(ニッコー・ファインメック㈱代表取締役) 環境保全 4期 ○

16 工藤　貴子 JA岩手県女性組織協議会 委員 自然保護 2期 ○

17 佐々木　千恵子 盛岡市医師会　理事（葛クリニック　院長） 医学一般 1期 ○ ○

18 佐藤　美加子 奥州地方森林組合　総務課長 森林育成・保護 1期 ○

19 佐藤　康 岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合　理事長 温泉利用（事業者） 3期 ○ ○

20 篠原　亜希 岩手弁護士会（日高法律事務所） 民法等 4期 ○

21 寺長根　実 (公社）岩手県猟友会　副会長兼専務理事 鳥獣保護 2期 ○

22 盛合　敏子 岩手県漁協女性部　会長 海の水質 1期 ○

23 武田　哲 岩手県市長会 滝沢市長 2期

24 佐藤　信逸 岩手県町村会　副会長 山田町長 2期

公
募

25 岩井　光信 (株)水清建設 自然環境一般 1期

26 宮本 亮 農林水産省東北農政局　生産部長 水質 2期 ○

27 杉山　佳弘 経済産業省東北経済産業局　資源エネルギー環境部長 水質 2期 ○

28 宮本 健也 国土交通省東北地方整備局　企画部長 水質 2期 ○

市
町
村
長

特
別
委
員

岩　手　県　環　境　審　議　会　委　員　名　簿（任期：R6.4～）

（敬称略、委員構成毎に五十音順）

番号 氏　　　　名 所属及び職 専門分野等
在任
期間

(R6～R7）

所属部会

大

学

等

学

識

経

験

者

業

界

・

団

体

等

学

識

経

験

者

会長指名

資料1-1
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所属部会

民泊

1 及川　武芳 いちのせきニューツーリズム協議会幹事 農泊推進 ○

2 田村　泰俊 岩手県立大学客員教授 行政法 ○

3 岩田　智 岩手県立大学宮古短期大学部 観光学 ○

専門分野等 任期

R５．６．13～Ｒ７．３．３１

R５．６．13～Ｒ７．３．３１

R５．６．13～Ｒ７．３．３１

岩　手　県　環　境　審　議　会　専　門　委　員　名　簿

（敬称略）

番号 氏　　　　名 所属及び職

資料1-2
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第２章 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策

岩手県環境基本計画の概要

第１章 総論 １ 現状と課題

２ 今後の環境施策の展開の基本的な方向
（１） 環境・経済・社会の一体的な向上
環境・経済・社会の複合的課題を解決するため、従来の分野別の環境施策に加え、環境分野を超え
た他の分野と連携した分野横断的な施策体系を設定
（２） 環境を通じた「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）の達成
SDGsは環境との関わりが深く、一見、環境と関わりが薄いゴールにも環境が大きく関係。SDGsの考
え方を活用し、環境施策を通じて、県民の幸福を次世代に引き継ぎ、持続可能な社会を岩手から実現
（３） 「温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロ」を目指した取組の推進
気候変動対策は持続可能な開発の達成を左右する重要な要素。将来の気候変動リスクを回避・軽
減するため、温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロを目指し、世界の脱炭素化に地域から貢献する
とともに、持続可能な社会の実現に寄与

はじめに
１ 策定根拠：「岩手県環境の保全及び創造に関する基本条例」第11条
２ 位置付け：「いわて県民計画（2019～2028）」の推進に向けた環境分野の基本的方向を定める

計画、「生物多様性基本法」に基づく生物多様性地域戦略、「環境の保全のための意欲
の増進及び環境教育の推進に関する法律」に基づく環境教育等行動計画

３ 計画の期間：令和３（2021）年度～令和12（2030）年度
・「炭素生産性（温室効果ガス１トン当たりの県内総生産）」の向上
（現状 327千円/トン）

（１） 持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築
（２） 地域資源を活用した自然共生型産業の振興
（３） 都市と農山漁村の連携・交流と広域的なネットワークづくり
（４） 豊かな環境づくりに資する科学技術の振興

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環
《施策の柱》

・「快適に暮らせる生活環境に関する満足度」の上昇 （現状 23.5％）
・「災害に強く安心して暮らせる県土に関する満足度」の上昇
（現状 24.4％）

（１） 快適で魅力あふれるまちづくりの推進
（２） 自然と調和した歴史的・文化的環境の保全と活用
（３） 気候変動リスクを踏まえた防災・減災

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり
《施策の柱》

・「自然に恵まれていると感じている人の割合」の上昇 （現状 78.9％）
・「住まいに快適さを感じている人の割合」の上昇 （現状 47.6％）

（１） 環境にやさしく健康で質の高い生活の推進
（２） 森・里・川・海とつながるライフスタイルの充実

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現
《施策の柱》

・環境学習交流センター利用者数 50,000人 （現状 49,789人）
・水生生物調査参加率 ７％（参加者数3,100人） （現状 6.9％）

（１） 持続可能な社会づくりに向けた環境学習等の推進
（２） 環境に配慮した行動・協働の推進

５ 持続可能な社会づくりの担い手育成と協働活動の推進（環境教育等行動計画）

・一般廃棄物のリサイクル率 27％ （現状 18.2％）
・産業廃棄物の再生利用率 61％ （現状 60.6％）

（１） 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用（３Ｒ）の推進
（２） 災害に強く持続可能な廃棄物処理体制の構築
（３） 廃棄物の適正処理の推進

２ 循環型地域社会の形成

・イヌワシつがい数 29ペア （現状 27ペア）
・自然公園ビジターセンター等利用者数 470千人 （現状 420千人）

（１） 生物多様性の保全
（２） 自然とのふれあいの促進
（３） 森林、農地、海岸の環境保全機能の向上

３ 生物多様性の保全・自然との共生（生物多様性地域戦略）

《総合的指標》（2030年度までに達成すべき目標）

・温室効果ガス排出削減割合 57％ （現状 16.6％）
・再生可能エネルギーによる電力自給率 66％ （現状 34.4％）

（１） 省エネルギー対策の推進
（２） 再生可能エネルギーの導入促進
（３） 適切な森林整備等による森林吸収源対策の推進
（４） 地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応

１ 気候変動対策
《施策の柱》

《施策の柱》

《施策の柱》

《施策の柱》

（１） 環境・経済・社会の複合的課題
・ 農林業の担い手の減少による荒廃農地等の発生や狩猟者の高齢化による野生鳥獣の被害拡大
・ 気候変動を一因とする台風や豪雨などの自然災害の激甚化・頻発化
・ 世界人口の増加や新興国の経済成長による将来的な資源・エネルギー不足がもたらす経済リスク
・ ポストコロナの世界を見据えた持続可能な経済復興（グリーンリカバリー）の推進
（２） 気候変動
・ 地球温暖化は、生活や産業、生物多様性など様々な分野に深刻な影響を与える最重要の環境課題
・ パリ協定の ２℃目標の実現に向け、世界では、地球温暖化を1.5℃に抑えるため、2050年までの脱
炭素化を目指す動きが加速。国も、温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロとすることを宣言
（３） 資源循環
・ 世界的な資源需要の拡大で廃棄物問題の深刻化や中長期的な資源制約の高まりが懸念
・ 本県では廃棄物の排出量が県民一人当たりでは横ばいで推移しており、更なる取組が必要。海洋
プラスチックごみの増加も懸念され、大量生産・大量消費型から循環型の経済への移行が必要
（４） 生物多様性と自然環境
・ 本県は優れた自然環境に恵まれ、身近に自然にふれあうことができる環境にあるが、近年、野生鳥獣
の生息域の拡大による被害が発生。外来生物の侵入、地球温暖化など生物多様性の危機も顕在化
（５） 環境リスク
・ 本県は大気・水環境の環境基準を概ね達成しているが、微小粒子状物質（PM2.5）や光化学オキシ
ダント、湖沼や海域の富栄養化等への対応は、県民の生活環境を保全する上で引き続き重要な課題
（６） 環境教育
・ 環境課題は人間の社会経済活動と密接に関わることから、県民一人ひとりが環境学習を通じて持続
可能な社会づくりの担い手となり、本県の環境を将来世代の財産として守り育てることが必要

３ 本県の環境施策が目指す将来像と施策体系

（１） 目指す将来像
（２） 施策体系
○ 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策
「環境×経済」、「環境×農林水産業」など他の分野と連携した３つの施策分野を設定

○ 環境分野別施策
環境の保全及び創造を実現する基本的施策として５つの施策分野を設定

第３章 環境分野別施策

・河川・湖沼・海域の環境基準達成率 99.1％ （現状 98.2％）
・大気中のPM2.5等環境基準達成率 100％ （現状 100％）

（１）大気環境の保全
（２）水環境の保全
（３）土壌環境及び地盤環境の保全
（４）騒音・振動・悪臭対策の推進

４ 環境リスクの管理
《施策の柱》 （５）化学物質の環境リスク対策

（６）監視・測定の強化・充実
（７）放射性物質による影響把握
（８）環境影響評価制度の運用
（９）北上川清流化対策の推進

第４章 計画の推進・進行管理
１ 計画の推進：他の計画との連携、各主体に求められる役割と行動
２ 進捗状況の点検：総合的指標・施策推進指標の設定・活用、個別
施策の点検、総合的な進捗状況の点検

３ 点検結果の活用：環境審議会への報告、年次報告書等による
情報提供

４ 社会経済情勢の変化等を踏まえた目標及び施策の弾力的な対応

多様で優れた環境と共生する脱炭素で持続可能ないわて

《総合的指標》（2030年度までに達成すべき目標）

《総合的指標》（2030年度までに達成すべき目標）

《総合的指標》（2030年度までに達成すべき目標）

《総合的指標》（2030年度までに達成すべき目標）

《総合的指標》（2030年度までの施策の達成状況を示す指標）

《総合的指標》（2030年度までの施策の達成状況を示す指標）

《総合的指標》（2030年度までの施策の達成状況を示す指標）

7

020628
テキストボックス
資料２-１



各分野の施策の柱と主な施策の方向

分野 施策の柱 主な施策の方向

横
断
的
施
策

① 持続可能な生産と消費を可能にするグリーンな経済システムの構築 ➢ 環境マネジメントの導入、環境関連技術の産業化、グリーン製品等の購入、省エネ・再エネ設備の低利融資、バイオマス資源の利用促進、省資源型ものづくりや環境配慮設計 など

② 地域資源を活用した自然共生型産業の振興 ➢ 環境と調和した農林水産業の推進、優れた自然を活用した体験型観光の促進、グリーンツーリズム等による交流人口の拡大、農山漁村ビジネスの取組の促進 など

③ 都市と農山漁村の連携・ 交流と広域的なネットワークづくり ➢ 都市と農山漁村や河川の上流・下流域の連携と交流、三陸ジオパークを担う人材育成、地域の環境保全等に配慮した省エネ・再エネプロジェクトの事業化支援 など

④ 豊かな環境づくりに資する科学技術の振興 ➢ メタネーションの普及による地域の脱炭素化モデルの調査研究、スマート農林水産業やドローン物流の実用化の推進、「グリーンILC」の実現に向けた共同研究の推進 など

① 快適で魅力あるまちづくりの推進 ➢ 水源のかん養等による健全な水循環の確保、農業水利施設・工業用水・水道・下水道等水インフラの維持、適正な土地利用によるコンパクトな都市形成の促進 など

② 自然と調和した歴史的・文化的環境の保全と活用 ➢ 市町村の文化財保存活用地域計画の策定に向けた情報提供、世界遺産の保存管理と活用、歴史的なまち並みの保全、伝統工芸等の環境と共生する生活文化の継承 など

③ 気候変動リスクを踏まえた防災・減災 ➢ 防災・減災対策を包括的に講ずる「流域治水」の推進、災害に備えた土地利用、生態系に配慮した防災・減災、災害時も対応できる動く蓄電池としての電動車の導入促進 など

① 環境にやさしく健康で質の高い生活の推進 ➢ エシカル消費など持続可能なライフスタイルの推進、岩手型住宅の普及、徒歩・自転車移動の促進や温泉の利活用による健康寿命の延伸、テレワークなど働き方改革の推進 など

② 森・里・川・海とつながるライフスタイルの充実 ➢ 自然体験活動等の推進、豊かな自然環境や環境負荷の少ない生活環境を生かした地方移住等の促進、新たな木材需要の創出や木材利用の意義等に関する理解醸成 など

環
境
分
野
別
施
策

① 省エネルギー対策の推進 ➢ 省エネ住宅の普及、家庭用省エネ設備の導入促進、次世代自動車の普及、事業活動の低炭素化や物流の効率化、通勤・来客に係る交通転換の低炭素化の促進 など

② 再生可能エネルギーの導入促進 ➢ 自立・分散型エネルギー供給体制の構築、地域に配慮した再エネ導入を図る市町村の実行計画策定支援、洋上風力発電の実現に向けた取組の推進、水素の利活用推進 など

③ 適切な森林整備等による森林吸収源対策の推進 ➢ 間伐等の適切な実施による森林の多面的機能の発揮、伐採跡地への再造林や針広混交林など多様な森林整備の促進 など

④ 地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応 ➢ 気候変動適応情報の収集・提供等を行う地域気候変動適応センターの設置、国の専門機関等と連携した気候変動影響に関する情報の収集・提供等の実施 など

① 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進 ➢ ３Ｒの推進、適正なリサイクル推進に向けた県民への情報提供、産業廃棄物の２Ｒの推進や廃棄物処理の最適化、新たな環境ビジネスの創出支援、海岸漂着物対策の推進 など

② 災害に強く持続可能な廃棄物処理体制の構築 ➢ 地域の実情に応じた廃棄物処理体制の構築支援、災害廃棄物の迅速・円滑な処理体制の確保、公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備 など

③ 廃棄物の適正処理の推進 ➢ 排出事業者等に対する監視・指導の徹底、優良認定制度の活用等による環境産業の健全化、ＰＣＢ廃棄物の期限内の適正処理の推進、家畜排せつ物の監視・指導 など

① 生物多様性の保全 ➢ 自然公園等の適切な区域等の見直し、荒廃農地の発生防止・再生利用の推進、野生動物の個体数管理・被害防除対策の総合的推進、外来生物による被害の防止 など

② 自然とのふれあいの促進 ➢ 自然公園施設の計画的な整備と適切な保護管理や情報発信の充実、都市公園や森林公園の整備の推進、エコツーリズムの推進、温泉資源の保護と安全安心な利用の推進 など

③ 森林、農地、海岸の環境保全機能の向上 ➢ 環境負荷を低減する生産技術の導入や環境保全型農業の推進、保安林の計画的な配備と適切な管理、藻場・干潟の保全活動の支援、住民と連携した漂流ごみ等の処理 など

① 大気環境の保全 ➢ 大気測定局における常時監視や有害大気汚染物質・光化学オキシダント・微小粒子状物質の常時監視、フロン類の排出抑制及び適正処理の推進 など

② 水環境の保全 ➢ 公共用水域や地下水の水質監視、環境基準の類型見直しや未指定水域の類型指定による水質の維持、汚水処理施設の計画的な整備、浄化槽による水質の保全の確保 など

③ 土壌環境及び地盤環境の保全 ➢ 有害物質使用特定施設等への指導の徹底による土壌・地下水汚染の未然防止、水質監視等による早期発見、土壌汚染区域の区域指定による必要な措置の実施 など

④ 騒音・振動・悪臭対策の推進 ➢ 規制区域内の騒音等の低減に向けた市町村への技術的支援、自動車・高速道路・新幹線などの騒音低減に向けた取組、いわて花巻空港における騒音対策の実施 など

⑤ 化学物質の環境リスク対策の推進 ➢ 環境汚染物質排出・移動登録制度の適切な運用、化学物質とその環境リスクに関する理解増進、未規制物質や有害化学物質による環境汚染状況の実態調査や研究の推進 など

⑥ 監視・測定体制の充実と公害苦情等への対応 ➢ 大気常時監視測定局の適正配置や機器の計画的な更新、分析機関における検査・分析機器の整備、県民や事業者への情報提供、監視・測定にあたる人材の育成 など

⑦ 放射性物質による影響の把握等 ➢ 空間線量率のモニタリング、土壌や海水等環境中に含まれる放射性物質濃度の測定、除去土壌の処分、放射性物質汚染廃棄物等の処理に係る市町村への技術的支援 など

⑧ 環境影響評価制度の適切な運用、適正な土地利用 ➢ 大規模開発事業の環境保全配慮を促す環境影響評価制度の適切な運用、環境影響評価に係る環境情報や技術情報の県民等への提供、県土の適正な土地利用の促進 など

⑨ 北上川清流化対策の推進 ➢ 中和処理の確実な実施、中和処理の恒久的な継続に向けた各種工事の実施、清流化対策の歴史の県民への周知、旧松尾鉱山跡地へのNPO等による植樹活動の支援 など

① 持続可能な社会づくりに向けた環境学習等の推進 ➢ 学校における環境学習の実施や環境学習のための副読本等の作成、発達段階に応じた体験的な環境学習の支援、環境問題の解決に取り組む人材の育成 など

② 環境に配慮した行動・協働の推進 ➢ 持続可能な開発のための教育（ESD）の推進、環境コミュニケーション等による環境に配慮した事業活動の促進、県の率先実行、県民参加による環境保全活動の推進 など

１ 地域資源
の活用による
環境と経済
の好循環

２ 自然と共
生した持続
可能な県土
づくり

３ 環境にやさ
しく健康で心豊
かな暮らしの実
現

１ 気候変動
対策

２ 循環型地
域社会の形
成

３ 生物多様
性の保全・自
然との共生

４ 環境リスク
の管理

５ 持続可能な
社会づくりの担
い手育成と協
働活動の推進
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令和５年度岩手県環境基本計画の進捗状況について 

【概要】 

 岩手県環境基本計画（計画期間：令和３年度～令和 12 年度）では、本県の環境・経済・社会の複合

的課題に対応する「環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策」と本県の環境の保全及び創

造を支える基本的な施策である「環境分野別施策」の２つの施策領域を設けています。 

 「環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策」においては、総合的指標として３分野に５

指標を、「環境分野別施策」においては、総合的指標として５分野 10 指標の他、施策推進指標として

28 指標を設定しています。 

令和５年度の主な取組

① 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環 

県内市町村における地域脱炭素と地域経済循環の取組を後押しし、持続可能で豊かな地域社会を

実現するため、「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引き」を作成・公表しまし

た。 

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり 

環境と共生した陸上風力発電の円滑な立地を促進するため、立地選定に関する基準や環境影響評

価の項目・評価手法に関するチェックリスト等を記載した陸上風力発電事業に係る環境影響評価ガ

イドラインを改定しました。

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現 

エシカル消費の普及啓発と連動させ、消費者に対し、食品ロス等の削減に関する啓発資材を出前

講座等で配付するなど、普及啓発を実施しました。 

② 環境分野別施策

１ 気候変動対策 

GX 推進に向けた県と市町村の一層の連携強化に向け、副知事（CGO）及び副市町村長で構成する

県市町村 GX 推進会議を新設し、それぞれの役割や先行市町村の事例共有、国や県の施策紹介等を

行いました。 

２ 循環型地域社会の形成 

プラスチックごみ削減の取組を促進するため、ワンウェイプラスチックの使用削減等に取り組む

事業者を「いわてプラごみ削減協力店」として登録するとともに、プラスチック代替素材の使用を

行おうとする際に、試供品を提供し、導入を通じた普及啓発を行いました。 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 

ツキノワグマ及びカモシカの地域個体群の安定的な維持と被害防除を図り、イノシシについては

捕獲を中心とした適正管理を行いながら人と野生動物との共生を推進するため、捕獲技術マニュア

ルの周知や捕獲技術講習会、ツキノワグマの市街地出没に対応するための訓練等を実施しました。 

４ 環境リスクの管理 

国内の石綿使用建築物の解体棟数が 2030 年頃にピークを迎えると推測される中、石綿飛散防止

対策を推進するため、建物解体等の現場に立入検査を実施するとともに、建設業者等を対象とした

事業者向け説明会を開催しました。 

５ 持続可能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進 

環境学習交流センターや地球温暖化防止活動推進センターにおいて、環境アドバイザーや地球温

暖化防止活動推進員を派遣するとともに、環境学習広報車「エコカーゴ」を活用し県内各地を訪問

する出張環境学習会等を実施することにより、環境学習及び環境保全活動を支援しました。 

③ 本資料の構成

項目毎に「目指す姿」→「個別施策の取組状況」→「進捗状況の点検（指標の状況、点検結果）」と

しています。 

資料２-２ 
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（参考１）指標の達成状況（暫定） 

① 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策

総合的指標５指標は実績値が未確定のため、現時点では達成度及び進捗状況が判断できません。

【横断的施策】 

施策分野 
総合的指標 達成度 

進捗状況 
向上 横ばい 低下 未確定 

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環 - - - １ - 

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり - - - ２ - 

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現 - - - ２ - 

② 環境分野別施策

総合的指標 10 指標は、実績値が未確定の４指標を除き、達成度Ａが２指標（33％）、達成度Ｂが３指

標（50％）、達成度Ｄが１指標（17％）でした。 

 施策推進指標 28 指標は、実績値が未確定の 10 指標を除き、達成度Ａが 12 指標（67％）、達成度Ｂが

６指標（33％）でした。 

各分野の進捗状況は、総合的指標が全て未確定の２分野を除き、「順調」又は「概ね順調」と判断しま

した。 

【環境分野別施策】 

施策分野 
総合的指標 達成度 施策推進指標 達成度 進捗 

状況 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 未確定 Ａ  Ｂ Ｃ Ｄ 未確定 

１ 気候変動対策 ０ ０ ０ ０ ２ １ ３ ０ ０ ４ - 

２ 循環型地域社会の形成 ０ １ ０ １ ０ ３ ２ ０ ０ ２ 概ね順調 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 ０ ２ ０ ０ ０ ３ １ ０ ０ ２ 順調 

４ 環境リスクの管理 ０ ０ ０ ０ ２ ４ ０ ０ ０ １ - 

５ 持続可能な社会づくりの担い手の

育成と協働活動の推進 
２ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ 順調 

計 ２ ３ ０ １ ４ 12 ６ ０ ０ 10 

※達成度の計算方法 ※進捗状況判断方法

※指標達成度は「総合的指標」を対象とする。

達成度 達成率 目標達成率目標達成率（%）計算式 

Ａ 100%以上 
①現状値等から数値を上げる目標

(R4実績値-現状値等)／

(R4目標値-現状値等)×100

②現状値等を維持または累計目標

(R4 実績値)／(R4 目標値等)×100

Ｂ 
80%以上

100%未満 

Ｃ 
60%以上

80%未満 

Ｄ 60%未満 

進捗
状況 

考え方 

順調 
全ての指標達成度が向上またはＡ, Ｂ以上であり、他の状
況も踏まえ、順調に進んでいると判断されるもの。 

概ね
順調 

半数以上の指標達成度が向上またはＡ，Ｂであり、他の状
況も踏まえ、概ね順調に進んでいると判断されるもの。 

やや
遅れ 

達成度が向上またはＡ，Ｂである指標が半数未満であり、
他の状況も踏まえ、やや遅れていると判断されるもの。 

遅れ 
達成度が低下またはＤである指標が半数以上であり、他の
状況も踏まえ、遅れていると判断されるもの。 
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（参考２）個別事業の実施状況 

令和５年度は、岩手県環境基本計画で定めた「環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施

策」、「環境分野別施策」に基づき、248 事業（65,655 百万円）を実施しました。 

施策領域 No. 施策分野 
事業数 事業費(百万円) 

実数 再掲除 実予算 再掲除 

環境・経済・社会

の一体的向上に向

けた横断的施策 

１ 
地域資源の活用による環境と経済

の好循環 
70 59 7,114 6,782 

２ 
自然と共生した持続可能な県土づ

くり 
75 62 34,584 31,190 

３ 
環境にやさしく健康で心豊かな暮

らしの実現 
24 16 1,472 935 

環境分野別施策 

１ 気候変動対策 53 32 12,661 9,209 

２ 循環型地域社会の形成 21 8 3,203 1,904 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 60 41 13,947 9,072 

４ 環境リスクの管理 30 11 3,900 1,441 

５ 
持続可能な社会づくりの担い手の

育成と協働活動の推進 
53 19 21,388 5,122 

合計 248 65,655 

※事業費は令和５年度当初予算額

11



① 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策

［横断的施策１］ 地域資源の活用による環境と経済の好循環

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 持続可能な経済に資する企業経営や投資活動が一般化し、脱炭素型の製品・サービスの需要と

供給が拡大し、企業の競争力の向上と県内経済の成長が図られ、環境負荷の低減と経済の好循環

が実現している。

○ 地域の自然、エネルギー、産業、文化、風土などの豊かな資源を将来にわたって持続的に活用

することにより、地域産業の付加価値向上による経済と地域の活性化が図られている。

○ 地域資源を生かした持続可能な地域づくりを支える人材が豊富になり、地域内で資金が循環し

ているとともに、都市と農山漁村が地域資源を補完し合う広域的なネットワークが形成されてい

る。

○ 豊かな環境づくりに資する研究開発が進み、県内経済の成長に貢献している。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）持続可能な生産と消費を可能にするグリーンな経済システムの構築

■ 環境経営の推進

○ 地球温暖化対策を積極的に行っている事業所を「いわて地球環境にやさしい事業所」とし

て認定する制度及び普及啓発を実施しました。

○ 地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制

度の登録事業所数は 274 事業所となっています（令和６年４月末現在）。

また、事業所における省エネルギーの取組の中心となる人材を養成するエコスタッフの登

録者数は 2,359 人となっています（令和６年４月末現在）。 

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営や

セミナー等を実施しました。（セミナー開催：1件）

■ 環境関連産業の育成・集積

○ （地独）岩手県工業技術センターに整備した「ものづくりイノベーションセンター」を活

用し、第４次産業革命技術（IoT、AI 等）の導入支援を通じて、中小企業等の生産性向上や付

加価値向上に資する研究開発や事業化等の取組を推進しました。（支援者数実績：15 者）

○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利

融資を実施しました。（融資実績：2件）

○ 産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、令和５年度末で

96 事業者を認定（★★★30 件、★★55 件、★11 件）しました。

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年度末で県内延べ 147 事業者に

よる産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定

した製品は令和５年度末で 167 製品であり、ホームページ等でＰＲするとともに、県自ら優

先的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関

する県民や事業者等への理解促進などに取り組みました。（勉強会開催：1回、67 人）

■ 環境負荷の低減に資する製品・サービスの需要拡大

○ グリーン購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めたほか、市町村、事

業者、県民等に対して「いわてわんこ節電所」を通じた情報発信を行いました。
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○ 県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者

等の養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施しました。（研修会の開催回数：４

回） 

○ 消費者を対象としたセミナーや出前講座等によりエシカル消費の普及啓発を実施しまし

た。（消費者教育関連セミナー実施回数：141 回） 

 

■ 環境に配慮した金融 

 ○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利

融資を実施しました。（融資実績：2件）【再掲】 

 

■ エネルギーや資源の地域循環 

○ 県内の多くを占める中小事業者の温暖化対策を推進するため、高効率な省エネルギー設備

（ＬＥＤ照明、空調設備、給湯設備、換気設備）の導入に係る費用を補助しました。（補助実

績：11 件） 

○ 地域に根ざした再生可能エネルギーの普及に向けた、自家消費型太陽光設備の導入、自

立・分散型エネルギー供給システムの整備に向けた支援等を実施しました。 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関

する県民や事業者等への理解促進などに取り組みました。（勉強会開催：1回、67 人） 

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムを開催したほか、事業者等に木質バイ

オマスコーディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：４件） 

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改

善を図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。 

 

■ 循環型経済の構築に向けた新たなビジネス形態の促進 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年度末で県内延べ 147 事業者に

よる産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】 

○ プラスチック再商品化事業者開拓支援事業により、製品プラスチックの回収処理・再商品化

に向けた実証事業を行う２事業者を支援しました。 

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定

した製品は令和５年度末で 167 製品であり、ホームページ等でＰＲするとともに、県自ら優

先的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】 

○ トヨタグループ向け展示商談会において、CO2 排出量の抑制と伝統工芸品の販路拡大を目的

に、廃棄するシート用ウレタンや岩谷堂箪笥の工法を活かし、県内主要サプライヤー、伝統

工芸事業者等の異業種連携による「カーボンニュートラルインテリア」を出展し、来場者か

ら高い評価を得ました。（商談成立件数３件） 

○ 個店の魅力創出を通じた商店街全体でのにぎわい創出を図るため、個店の経営力向上や、

商店街活性化の取組を支援しました。（商店街アドバイザーの派遣事業者数：４件） 

 

（２）地域資源を活用した自然共生型産業の振興                          

■ 環境と調和した農林水産業の推進 

○ エコファーマーや環境保全型農業直接支援対策等の制度を活用し、自然環境の保全に資する

農業の生産方式の導入など、環境に優しい農業への取組を推進しました。（環境保全型農業直

接支援対策に係る説明会等回数：４回） 
環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術

を支援しました。 
○ 有機農業の取組拡大のため、有機ＪＡＳ制度や栽培技術等について、指導・助言を行う有機

農業指導員を育成し、国際水準の有機農業を志向する農業者の指導体制を整備しました。（有

機農業指導員育成数：５人） 

営農型太陽光発電の導入に係る調査や、導入費用等について支援し、再生可能エネルギーを

活用した営農モデルの構築を目指しました。（陸前高田市） 
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○ 木材の搬出コストの低減や森林資源の持続的な利用を促進するため、森林組合等が実施する

主伐から再造林の一貫作業等に要する経費を補助しました。 

○ 漁業資源の持続的利用に向け、漁協等が策定する資源管理計画に基づく取組を支援しました。

（累計策定 161 件） 

○ 全市町村の地産地消推進計画の策定が完了。産直間の情報交換交流会や県産食材マッチング

交流会実施し、域内消費拡大に向けた連携強化を支援しました。 

○ 養殖漁場を良好な状態に維持すること等による持続的な養殖生産の確保に向け、適正養殖可

能数量の遵守状況調査等を実施しました。 

○ 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や電気柵等の侵入防止柵の設置などを

支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性物質検査を実施しました。 

野生鳥獣による農作物被害防止対策を強化するため、広域捕獲活動を実施しました。 

 

■ 豊富な森林資源を活用した木材関連産業の振興 

○ 県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを実施し

たほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催しました。（出展者数：14 者） 

○ 県産木材の需要拡大や利用普及を図るため、県産木材を使用した民間施設の木質化や木製品

の導入について支援しました。（補助件数：6件） 

○ 発電事業者に対し、燃料調達に関する助言を行ったほか、フォーラムの開催や木質燃料ボイ

ラーに関心を持つ事業者等へ木質バイオマスコーディネーターを派遣し導入に係る技術指導等

を実施しました。（派遣実績：４件） 

○ 広葉樹資源の付加価値向上を図るため実施した広葉樹製材品の人工乾燥技術の研究成果につ

いて、木材加工事業体への技術の普及・指導を実施しました。 

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムを開催し、周知を図りました。 

 

■ 優れた自然を活用した観光産業の振興 

○ 御所野遺跡の世界遺産登録２周年に合わせ、管内での登録記念事業等を展開しました。ま

た、縄文遺跡群のつながりを活かした隣接圏域等との連携強化により、県北地域への周遊促進

に取り組みました。 

○ 県北地域への継続的な観光流動の創出を図るため、地域一体となった情報発信の実施や、観

光コンテンツの充実、周遊促進の取組を実施して、誘客拡大を推進しました。 

○ 県内全域への一層の誘客拡大を図るため、いわて観光キャンペーン推進協議会が行う宣伝・

誘客事業及び観光地づくりを推進しました。 

○ 隣県・北海道からの誘客を促進するため、震災学習を核とした教育旅行誘致活動やフォトロ

ゲイニング大会を実施しました。 

教育旅行モニターツアーの実施(11 月 3 エージェント参加) 

隣県・北海道旅行エージェントを対象とした誘致プロモーションの実施 

  宮古でのフォトロゲイニング大会の開催（67 チーム 183 人参加） 

○ 首都圏からの誘客を促進するため、東日本大震災津波伝承館をゲートウェイとした旅行商品

の造成を支援しました。（16 本催行 484 人送客） 

○ 温泉の保護及び利用の適正化を図るため、温泉法に基づく温泉掘削、利用等の許可事務等を

実施しました。 

 

■ 自然の恵みを活用した各種ツーリズムの推進 

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組織

同士の情報交換会を実施しました。(開催回数：２回) 

○多様な旅行者ニーズに対応可能なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座を開

催しました。（講座開催回数：６回） 

○ 令和３年度事業で制作した動画コンテンツや令和４年度事業で作成した複数のアクティビ

ティを組み合わせたパッケージプラン等の情報に加え、令和５年度は、各広域振興局や各市町

村等と連携し、県内各地に存在するアクティビティの情報収集を適宜行い、モデル事業者をは
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じめとするこれまで取り組んできたアクティビティに関する情報と併せ、いわてスポーツコ

ミッションや関係者等のホームページなどで積極的に周知することにより、普及を図った。

○ 文部科学省施策である「みんなの廃校プロジェクト」について、廃校活用事例集、廃校活用

推進イベント及び現在活用用途を募集している廃校施設の一覧への掲載希望調査を各市町村に

対して情報提供しました。

○ 農業生産団地の形成と農業生産の効率化とともに、農村地域の活性化を図るため、農地、農

村集落、農業用施設等を安全かつ効率的に結ぶ農業用道路を整備しました。（実施地区数：６

地区）

○ 市町村の漁業集落排水施設に係る、本支援の対象となる汚水処理施設整備はありません

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、浄化槽に係る事業に対し財政

的支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。

■ 自然資本を活用した地域産業の付加価値向上

○ 地域ぐるみの６次産業化を促進するため、生産者と商工業者等が連携して行う特産品開発や

販路拡大等の取組を支援しました。また、６次産業化に取り組んでいる農林漁業者等の交流会

を実施しました。（交流会開催回数：４回）

○ 農林漁業者や食品関連企業などの地域の食に関わる関係者の持続的なビジネスモデルを創出

するため、いわて食農連携プラットフォームと日本女子大学生を交えて新商品開発の検討に関

する戦略会議を実施しました。

○ 中山間地域等において、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニティを確立するた

め、ビジョンの策定・実践をリードする人材の育成や、集落等の将来ビジョン策定、地域資源

を活かした活性化の取組等を支援しました。

○ 首都圏における県産食材の認知度や評価を高めるため、バイヤーを対象としたマッチングや、

「黄金の國、いわて。」応援の店等と連携したフェアなどを開催しました。

○ 自然とのふれあいを促進するため、優れた自然環境を有する国立・県立自然公園等の登山道

や遊歩道の改修等を実施しました。

○ 三陸ＤＭＯセンターと連携し、観光地域づくり関係者の連携促進や売れる旅行商品づくりを

担う人材育成を支援しました。

○ 隣県・北海道からの誘客を促進するため、震災学習を核とした教育旅行誘致活動やフォトロ

ゲイニング大会を実施しました。

教育旅行モニターツアーの実施(11 月 3 エージェント参加) 

隣県・北海道旅行エージェントを対象とした誘致プロモーションの実施 

宮古でのフォトロゲイニング大会の開催（67 チーム 183 人参加） 

○ 首都圏からの誘客を促進するため、東日本大震災津波伝承館をゲートウェイとした旅行商品

の造成を支援しました。（16 本催行 484 人送客）

○ 御所野遺跡の世界遺産登録２周年に合わせ、管内での登録記念事業等を展開しました。また、

縄文遺跡群のつながりを活かした隣接圏域等との連携強化により、県北地域への周遊促進に取

り組みました。

（３）都市と農山漁村の連携・交流と広域的なネットワークづくり

■ 地域資源を活用した都市と農山漁村の連携・交流

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組織

同士の情報交換会を実施しました。(開催回数：２回)【再掲】多様な旅行者ニーズに対応可能

なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座を開催しました。（講座開催回数：

６回）【再掲】

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。

■ 人づくりによる地域づくり

○ 環境学習交流センターや地球温暖化防止活動推進センターにおいて、環境アドバイザーや地

球温暖化防止活動推進員を派遣するとともに、環境学習広報車「エコカーゴ」を活用し県内各
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地を訪問する出張環境学習会等を実施することにより、環境学習及び環境保全活動を支援しま

した。（移動環境学習広報車による出前環境学習実施数：18 回、環境アドバイザー派遣実績

数：220 回） 

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、小学

生を対象とした「さんりくジオパークかわらばん」（作品総数 227 点）の実施や、認定ガイド

認定講座（全４回 24 講座・1９人受講）の開催を推進しました。 

 

■ 市町村や金融機関と連携した低炭素な地域づくり 

○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利

融資を実施しました。（融資実績：2件）【再掲】 

 

（４）豊かな環境づくりに資する科学技術の振興                         

■ 豊かな環境づくりに資する研究開発の促進 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年度末で県内延べ 147 事業者によ

る産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】 

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含ま

れる化学物質（18 物質）の調査及び未規制物質の分析法（１物質）の開発を行いました。 

○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術

を支援しました。【再掲】 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関す

る県民や事業者等への理解促進などに取り組みました。（勉強会開催：1回、67 人） 

○ 収益性の高い農業の実現と農業従事者の高齢化や労働力不足等の課題に対応するため、県内

３カ所でデータ駆動型農業に係る「現地技術交流会」を開催したほか、自動操舵農機や生育診

断・出荷予測、環境制御に関する技術開発・実証に取り組みました。 

○ 森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現するため、森林ＧＩＳやドローン等のスマート

林業技術を活用できる人材を育成するとともに、スマート林業が現場で実装されている先進事

例等を紹介するセミナーを開催しました。（研修会開催：２回） 

○ サケ・マス類の海面養殖用種苗の効率的な生産に向け、ＩＣＴ機器の導入試験や海面養殖用

種苗の安定供給体制の構築等を実施しました。 

○ 超スマート社会 Society5.0 の実現に向け、先端技術の実証実験やドローン物流研究会、ド

ローン利活用に係る勉強会等を実施し、科学技術を活用した地域社会課題解決の取組を推進し

ました。（物流研究会及び勉強会ほか：２回） 

 

■ 産学官共同研究等の推進 

○ 岩手大学と「水域生態系保全に向けた下水処理放流水中の抗菌薬除去処理手法の開発に関す

る研究」、国立環境研究所及び全国の地方環境研究所と「河川プラスチックごみの排出実態把

握と排出抑制対策に資する研究」、「災害時等における化学物質の網羅的簡易迅速測定法を活用

した緊急調査プロトコルの開発」、「公共用水域における有機-無機化学物質まで拡張した生態

リスク評価に向けた研究」などの共同研究を実施しました。 

○ 医療機器等関連産業の創出に向けて、コーディネーターによる総合的支援（企業支援延べ

67 社、情報取集延べ 47 回、メーカー等訪問延べ 24 社）、展示会出展等により地場企業の参入

や取引拡大を促進（取引成立 5件）するとともに、医工連携を推進しました。 

○ 北上川バレープロジェクトの推進に向け、情報関連事業の成長を促進するため、県内外企業

との取引拡大、産学官の連携強化、高度ＩＴ人材育成等の戦略的な取組を一体的に推進しまし

た。 

○ 海洋研究の拠点化を推進するため、いわて海洋研究コンソーシアムの活動を通じた海洋研究

機関の連携促進や研究活動の支援等を実施しました。（セミナーの開催回数：３回） 

○ ＩＬＣ施設から生じる排熱の有効活用に向けた蓄熱吸着材の実証実験や、施設等の整備時に

おける県産木材の利活用に係る検討など、大学や民間企業との共同研究を推進しました。 
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■ 環境分野における海外との交流や環境の保全に関する研究の推進

○ 岩手県環境保健研究センターでは、本県の環境保健行政施策を推進するための科学的・技

術的拠点として、県民の健康保持・推進及び環境保全に寄与するための調査研究を実施しま

した。

Ⅱ 進捗状況の点検 

（１） 総合的指標の達成状況

指標名 単位 
現状値 

（2017） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R5（2023） 

前年度との

比較 

炭素生産性（温室効果ガス排出

量１トン当たりの県内総生産） 

千円/ト

ンｰ CO2

353.5 
向上を 

目指す 
- - 

（２） 点検結果

総合的指標１指標（炭素生産性（温室効果ガス排出量１トン当たりの県内総生産））は実績値が未確

定のため、「地域資源の活用による環境と経済の好循環」分野の進捗状況は判断できませんでした。 
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［横断的施策２］ 自然と共生した持続可能な県土づくり                   

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 親水空間や緑地、汚水処理施設等の整備が進み、快適でうるおいのある生活環境が築かれてい

る。 

○ 美しい景観や歴史的なまち並みが保全され、人々から大切にされるとともに、日々の暮らしの

中で親しまれている。 

○ 歴史的・文化的環境の保全について、住民が主体となった保全の取組が展開されるとともに、

誇るべき地域固有の資産として地域の活性化に生かされている。 

○ 自然環境が有する多様な機能を活用した持続可能で魅力ある県土づくりが進んでいる。 

○ 農林水産業や生態系、沿岸域など気候変動の影響を受けやすいあらゆる分野で、将来の気候リ

スクを考慮した取組が行われている。 

 

Ⅰ 個別施策の取組状況                                     

（１）快適で魅力あるまちづくりの推進                             

■ 健全な水循環 

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育

てる条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再

掲】 

○ 基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実

施しました。（実施地区数：７地区） 

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：42 地

区） 

○ 環境影響評価法又は岩手県環境影響評価条例に基づき、環境影響評価技術審査会を６回開

催し、８件の新規事業において、事業者へ意見を述べました。 

○ 環境と共生した陸上風力発電の円滑な立地を促進するため、立地選定に関する基準や環境

影響評価の項目・評価手法に関するチェックリスト等を記載した陸上風力発電事業に係る環

境影響評価ガイドラインを改定しました。 

○ 岩手県公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の整備・維持管理を実施しました。 

 

■ 水インフラの適切な維持管理等の推進 

○ 基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実

施しました。（実施地区数：７地区）【再掲】 

○ 市町村等が計画的に取り組む水道施設の耐震化対策の支援を実施しました。 

○ 令和４年度に策定した「岩手県水道広域化プラン」による広域化推進のため、８月に市町

村を対象にプランの説明会を行ったほか、関係事業者による広域連携検討会により、プラン

に記載の取組について進め方を検討しました。また、水道基盤強化計画の策定に向けて、岩

手県水道基盤強化検討会及び各地域単位のブロック検討会を開催しました。 

○ 主な浄水方法が「緩速ろ過」の浄水施設を有する事業者」の水道事業者を対象として、水

安全計画策定ゼミナールを開催（３回）しました。 

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、浄化槽に係る事業に対し財

政的支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。【再掲】 

○ 家庭の生活排水による水環境への影響について、小学生等を対象に出前講座を 21 回開催し

ました。 

 

■ 水と緑のうるおいある空間の確保 

○ 道路区域内（緑地帯や植樹帯含む）の適切な維持管理に取り組みました。 

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」によ       

 り、人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：25 箇

所） 
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■ 良好な景観の形成

○ 良好な景観形成を推進するため、住民参加による景観点検（２件）や、小中学生を対象と

した景観学習（８回）を実施しました。

○ 電線共同溝の整備を推進し、電線類の地中化による道路環境の改善に取り組みました。（無

電柱化事業実施地区数：４箇所）

■ 持続可能なまちづくり・地域づくり

○ 都市交通の円滑化等を図るため、都市計画道路の整備（４箇所）を推進しました。

○ 公共施設を整備・改善するとともに、宅地の利用増進を図り、良好な市街地形成を図るた

め、土地区画整理事業の施行者である市町村に対し支援を実施しました。

○ 都市交通の円滑化等を図るため、都市計画道路の整備（４箇所）を推進しました。【再掲】

○ 公共施設を整備・改善するとともに、宅地の利用増進を図り、良好な市街地形成を図るた

め、土地区画整理事業の施行者である市町村に対し支援を実施しました。【再掲】

○ 地域公共交通のマスタープランとなる「地域公共交通網形成計画」に基づき、国の補助制

度を活用しながら、市町村と連携し、三陸鉄道とＩＧＲいわて銀河鉄道に対する設備投資、

利用促進への支援を行うとともに、広域バス路線の運行欠損額に対する支援等を通じて、路

線の維持・確保に取り組みました。

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた公共交通事業者を支援するため、運行支援

金を交付し、路線の維持を図りました。

○ 市町村におけるコミュニティバスの運行等による地域内交通の改善や再編などの取組に対

する補助などを通じて支援することで、住民のニーズに対応した持続可能な公共交通ネット

ワークの構築を支援しました。

○ 地域住民が主体となり、先駆的な活動に取り組む地域コミュニティ団体を「元気なコミュ

ニティ特選団体」として認定するとともに、「地域づくりフォーラム」や「地域コミュニティ

活性化セミナー」を開催し、地域運営組織や地域コミュニティ活動を支える人材の育成を図

るなど、持続可能な地域コミュニティづくりに取り組みました。

また、市町村や関係団体と連携し、地域おこし協力隊等を対象に起業や就業に関するセミ

ナーや活動事例発表会を開催したほか、新たにいわて地域おこしの受入を行うなど、地域へ

の定着に向けた支援を行いました。

さらに、特定地域づくり事業協同組合制度の周知を行うとともに、申請のあった大槌町及

び岩泉町の事業協同組合を特定地域づくり協同組合に認定しました。 

○ 省エネ技術の向上を図るためのセミナーを県内各地で開催し、地域活性化に向けた意識啓

発を行いました。（開催回数：５回）

○ 若者・移住者向け住宅支援施策の一環として、市町村を対象とした研修会の開催（２回）、

市町村空き家担当者向けのマニュアル整備等、技術的な支援を実施し、「空き家バンク」等の

情報発信ツールの利活用促進を図るとともに、「空き家バンク」に登録された空き家の取得費

の一部を助成することにより、若者の住宅確保の支援と併せ、空き家の流通を促進しまし

た。（補助実施件数：21 件）

○ グリーン購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めました。県有施設等

の脱炭素化に関する基本方針を策定し、LED 及び太陽光発電の導入については 2030 年度まで

の工程表を策定しました。

（２）自然と調和した歴史的文化的環境の保全と活用

■ 歴史的・文化的環境の保存と活用

○ 国・県指定文化財の所有者等が行う修理、保存整備、記録保存等に要する経費の一部を補

助しました。

○ 市町村が埋蔵文化財発掘調査を実施する際に、その経費の一部を助成しました。

○ 地域の文化財を地域づくりに活用するための「文化財保存活用地域計画」について、４市

で行われている計画策定の取組みを支援しました。

○ 本県の歴史についての理解促進を図るため、「いわての文化情報大事典」ホームページなど

により、情報発信を実施しました。
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○ 「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けて専門家からの意見聴取を行いながら、関係市町と

の連携・調整を行ったほか、「明治日本の産業革命遺産」及び「北海道・北東北の縄文遺跡

群」について、各協議会に参画しながら保存活用の取組を実施しました。 

○ 電線共同溝の整備を推進し、電線類の地中化による道路環境の改善に取り組みました。（無

電柱化事業実施地区数：４箇所）【再掲】 

○ 歴史的・文化的環境の保存と活用を推進するため、住民参加による景観点検（２件）や、

小中学生を対象とした景観学習（８回）を実施しました。【再掲】 

 

■ 環境と共生する生活文化の継承と創造 

○ 漆文化の発信及び魅力向上を図るため、魅力発信イベントや漆工品の展示販売会、関係団

体等による連携会議を実施しました。 

○ 本県伝統工芸産業事業者の経営力向上を図るため、専門家派遣や展示販売会の開催等によ

り、商品開発や販路開拓を支援しました。 

 

（３）気候変動リスクを踏まえた防災・減災                             

■ 気候変動の影響への適応の推進 

 ○ 気候変動や社会情勢の変化に対応した持続可能な農業生産に向け、先進技術を活かした県  

オリジナルの革新的な品種の早期開発に取り組みました。 

○ 道路の安全性・信頼性の確保を図るため、通行危険箇所の防災対策を推進しました。 

○ 台風第 10 号による被害等を踏まえた河川の改良工事（護岸、築堤等）及び河道掘削等を施

しました。 

○ 急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、擁壁等を整備するとともに、新たに地域の安

全の向上を図るため、既存施設の老朽化対策を実施しました。 

○ 土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等を整備しました。 

○ 海岸保全施設の老朽化対策を実施しました。 

○ 道路の安全性・信頼性の確保を図るため、通行危険箇所の防災対策を推進しました。 

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・

再造林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：調査中(6 月末)） 

 

■ 災害に備えた土地利用 

○ 国土利用計画法に基づき、適正な土地利用の確保を図るため、国土利用計画及び土地利用

基本計画の管理運営、土地売買に係る届出審査、地価調査等を実施しました。 

 

■ グリーンインフラや生態系を活用した防災・減災の推進 

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」によ

り、人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：25

箇所）【再掲】 

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：42 地

区）【再掲】 

 

■ 平時から災害時まで一貫した安全の確保 

○ 近年頻繁に発生している自然災害によって生じる災害廃棄物の処理体制を平時から構築す

るため、市町村に対し説明会を実施し、市町村の災害廃棄物処理計画策定の支援に取り組み

ました。（処理計画策定済み市町村数：26 市町村） 

○ 地域に根ざした再生可能エネルギーの普及に向けた、自家消費型太陽光設備の導入、自

立・分散型エネルギー供給システムの整備に向けた支援等を実施しました。【再掲】 

○ 事業者が導入する電気自動車、太陽光及び蓄電池、燃料電池自動車に対して補助事業を実

施しました。 

○ 運輸部門における電気自動車の導入を促進するため、EV バス２台の導入に要する経費への

補助を実施しました。 
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○ 地球温暖化による気温上昇に伴う気候変動の影響とその対策について、セミナー等による

普及啓発を行うことで、対策の実践を促しました。 

○ ＰＲＴＲ法に基づく届出に係る事務の実施により、化学物質の適正管理や排出削減を促進

するとともに、使用状況を把握しました。 

 

Ⅱ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R5（2023） 

現状値との

比較 

快適に暮らせる生活環境に関す

る満足度 
％ 23.5 

向上を 

目指す 
- - 

災害に強く安心して暮らせる県

土に関する満足度 
％ 24.4 

向上を 

目指す 
- - 

 

 

（２） 点検結果 

総合的指標２指標（災害に強く安心して暮らせる県土に関する満足度、快適に暮らせる生活環境に

関する満足度）は実績値が未確定のため、「自然と共生した持続可能な県土づくり」分野の進捗状況は

判断できませんでした。 

 

 

21



［横断的施策３］ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 日常生活の中に省エネルギーや省資源・３Ｒなどの環境行動が広く浸透し、環境負荷の少ない

製品・サービスが消費者に選ばれている。

○ 住まいや移動、職場環境など日々の暮らしにおける環境負荷の低減が図られると同時に、健康

増進やワーク・ライフ・バランスが確保されている。

○ 環境への配慮や自然とのふれあいを通じた健康で心豊かなライフスタイルやワークスタイルが

実現し、それが魅力となって移住者や定住者が増加している。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）環境にやさしく健康で質の高い生活の推進

■ 持続可能なライフスタイルと消費活動

○ GX 推進に向けた県と市町村の連携強化のため、副知事（CGO）及び副市町村長で構成する県

市町村 GX 会議を新設しました。

○ 県市町村 GX 推進会議での議論を実行に移すため、担当課長、担当レベルでの情報交換を行

う場として県市町村 GX 推進実務者会議を３回開催しました。

○ 温暖化防止いわて県民会議への金融機関の参画、若者ワーキンググループの設置により、

脱炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進しました。

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止

活動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施しました。【再掲】

○ 県民、事業者、市町村等の各主体との連携による３Ｒの促進、リサイクル製品の開発等に

取り組む事業者への支援等を実施するほか、広報媒体を活用した県民に対する３Ｒの普及啓

発を実施しました。

○ エシカル消費の普及啓発と連動させ、消費者に対し、食品ロス等の削減に関する啓発資材

を出前講座等で配付するなど、普及啓発を実施しました。（消費者教育関連セミナー実施回

数：141 回）【再掲】

○ 食品ロス削減の普及啓発の一環として、「岩手県新ドギーバッグ（持ち帰り容器）アイディ

アコンテスト」で作成した持ち帰り容器について、食べきり協力店に追加配布し、食べ残し

削減を呼び掛けました。

■ 県産木材を活用した低炭素で健康な住まい

○ 県産木材の利用を促進するため、県産木材を使用した住宅の新築やリフォームを支援（JAS

材の活用等を対象に上乗せ支援）しました。（県産木材を使用した住宅新築・リフォームへの

支援件数：141 件）

○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実

施件数：48 件）

○ 省エネ改修等に要する経費に対して補助金を交付し、ZEH 水準等の高い省エネ性能へ向上さ

せる取組を支援しました。（補助実施件数：11 件））【再掲】

■ 徒歩・自転車移動等による二酸化炭素の削減と健康寿命の延伸

○ ウォーキングコースを広く募集し、県民の歩行数増加及び運動習慣定着のための健康生活

環境を整備しました（地域のお宝さがしてプラス 2000 歩マップ：R5 に 32 コース追加）。

○ 「岩手県自転車活用推進計画」に基づき、自転車の利用促進のため、自転車通行空間の整

備等の取組を推進しました。

■ 環境負荷の低減につながるテレワークなど働き方改革等の推進

○ 県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していくため、労

働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワークの導入を支援

しました（いわて働き方改革推進運動参加事業者数：945 事業者）。
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○ 社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機運の醸成を図るため、「いわて子育て応援の店」

協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさしい企業等」の認証等を実施しました。（子育てにやさ

しい企業認証企業数：68 社）

■ 「新・湯治」等による健康寿命の延伸

○ 県内全域への一層の誘客拡大を図るため、いわて観光キャンペーン推進協議会が行う宣伝・

誘客事業及び観光地づくりを推進しました。【再掲】

○ 温泉の保護及び利用の適正化を図るため、温泉法に基づく温泉掘削、利用等の許可事務等

を実施しました。【再掲】

■ 人と動物の共生を目指したペットの適正飼養の推進

○ 動物愛護思想や適正飼養に関する普及啓発を行う拠点機能に係る検討を共同設置者である

盛岡市と進めました。

（２）森・里・川・海とつながるライフスタイルの充実

■ 自然体験活動等の推進

○ 広く県民の森林・林業に対する理解の醸成を図るため、森林環境教育の拠点施設である森

林公園の機能強化に取り組むとともに、自然観察会や木工教室など広く県民の森林・林業に

対する理解の醸成を図るイベントを開催しました。（イベント等参加者数：2,002 人）

○ 新型コロナウイルス感染症による影響がありましたが、感染症予防対策を講じながら、ト

レッキングやマリンスポーツ、ウィンタースポーツ体験等、各青少年の家や野外活動セン

ターにおいて体験活動を実施しました。

■ 森・里・川・海の保全・再生に貢献する地方移住等の促進

○ 本県への定住・交流人口の拡大を促進するため、相談窓口の運営やイベントの開催など、

市町村と連携し、全県的な移住促進の取組を実施しました。（移住・定住ホームページのイベ

ント情報等の更新：272 件）

○ Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外若手人材等に対し、本県で生活するメリット

をＰＲするとともに、求人情報の提供や職業紹介等を実施しました。（岩手県 U・Iターンセ

ンター相談件数：1,227 件）

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組

織同士の情報交換会を実施しました。(開催回数：２回)【再掲】

○ 多様な旅行者ニーズに対応可能なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座

を開催しました。（講座開催回数：６回）【再掲】

■ 新たな木材需要の創出及び消費者等の理解の醸成

○ 県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを実施

したほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催しました。（出展者数：14

者）。【再掲】

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境

保全活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：35 団体）
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Ⅱ 進捗状況の点検 

（１） 総合的指標の達成状況

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R5（2023） 

現状値との

比較 

自然に恵まれていると感じてい

る人の割合 
％ 78.9 

向上を 

目指す 
- - 

住まいに快適さを感じている人

の割合 
％ 47.6 

向上を 

目指す 
- - 

（２） 点検結果

総合的指標２指標（自然に恵まれていると感じている人の割合、住まいに快適さを感じている人の

割合）は実績値が未確定のため、「環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現」分野の進捗状況は判

断できませんでした。 
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② 環境分野別施策                             

［分野別施策１］ 気候変動対策                              

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 省エネルギー性能に優れた設備や機器、再生可能エネルギーを導入した住宅が普及するととも

に、健康にも配慮した快適で便利なくらしが実現している。 

○ 再生可能エネルギーの導入が進み、市町村等の地域のエネルギーシステムが構築され、災害に

も強い、快適で安全・安心な地域社会が形成されている。再生可能エネルギーの需給関係を通じ

た地域のつながりや新たな産業の創出により、地域社会や経済が活性化し、持続的な脱炭素社会

を実現している。 

○ 森林整備の必要性に対する理解や木材資源の利活用が進むとともに、本県の豊かな森林の適切

な管理が行われ、森林の持つ二酸化炭素吸収源としての機能が持続的に発揮されている。 

 

Ⅰ 個別施策の取組状況                                    

（１）省エネルギー対策の推進                                 

■ エネルギー消費の少ないライフスタイルへの転換 

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止活

動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施しました。【再掲】 

○ いわてわんこ節電所 

  県民の地球温暖化に関する意識を高め、自主的な取組促進につなげることを目的に、県民の

省エネ行動の成果をホームページ上で分かりやすく表示する「いわてわんこ節電所」を運営し

ました。（令和５年度の参加者数：10,604 人） 

○ 地球温暖化を防ごう隊 

自主的に温暖化対策に取り組もうとする県内小学校の児童を「地球温暖化を防ごう隊員」に

任命し、「隊員証」と「地球温暖化を防ごう隊員ノート」を配布しました。家庭における省エネ

を進めようとする取組で、平成 16 年度から令和５年度までに県内で 39,550 人が取り組んでい

ます。 

○ 県地球温暖化防止活動推進センターの活動 

  本県の地球温暖化対策の普及啓発を図るため、省エネ節電キャンペーンの実施や地域への県

地球温暖化防止活動推進員の派遣など様々な取組を進めています。 

○ 温暖化防止いわて県民会議への金融機関の参画、若者ワーキンググループの設置により、脱

炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進しました。【再掲】 

○ 県内大学による学生プロジェクトチーム「いわてカーボンフリー・アクション（ICFA）」を立

ち上げ、脱炭素化につながるライフスタイルの情報発信を行いました。 

○ 建築住宅課と調整し、令和６年度から個人向けの新規補助金を開始することができました。 

○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実施

件数：48 件）【再掲】 

○ 市町村等と連携して家庭系ごみの削減を推進するとともに、ごみの分別、使い捨てプラス

チックの使用抑制、食品ロスの削減の３つのマナーを掲げる「いわて三ツ星 eco マナーアク

ション」の定着に向けて、普及啓発に取り組みました。 
 

■ 事業活動における低炭素化の推進 

○ 県内の多くを占める中小事業者の温暖化対策を推進するため、高効率な省エネルギー設備

（ＬＥＤ照明、空調設備、給湯設備、換気設備）の導入に係る費用を補助しました。（補助実

績：11 件）【再掲】 

○ エネルギー使用量の把握や省エネルギー性能の高い設備・機器の自主的かつ計画的な導入を

促進するため、「県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例」に基づ

き、二酸化炭素の排出量が相当程度多い事業者に地球温暖化対策計画書の提出求めています。 
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○ 温暖化防止いわて県民会議において、冬季の省エネ・節電等の取組を行い優れた取組を表彰

する「できることからＥＣＯアクション表彰」を行いました。（参加団体：76 団体）

○ 令和５年９月、令和６年１月に県及び市町村等で構成する「家庭ごみ有料化減量化研究会」

を開催し、市町村のごみ減量化施策に関する意見交換等を行いました。

○ 一般廃棄物処理施設の広域化の取組の進捗状況に応じて、処理体制の構築や施設整備・維持

管理等に関する助言を行いました。

○ グリーン購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めました。

県有施設等の脱炭素化に関する基本方針を策定し、LED 及び太陽光発電の導入については 2030 年

度までの工程表を策定しました。 

■ 自動車交通における低炭素化の推進

○ 地球温暖化による気温上昇に伴う気候変動の影響とその対策について、イベント（パネル展

示会）による普及啓発を行うことで、対策の実践を促しました。【再掲】

○ エコドライブ普及促進のため、新聞に広告を掲載したほか、太陽光発電による再エネ電力を

電動車充電に活用する補助事業を実施しました。

○ 運輸部門における電気自動車の導入を促進するため、EV バス２台の導入に要する経費への補

助を実施しました。【再掲】

○ 事業者が導入する電気自動車、太陽光及び蓄電池、燃料電池自動車に対して補助事業を実施

しました。

○ 主要交差点における混雑箇所の解消・緩和に向けて、道路整備等の推進を図りました。

○ 物流事業者について、物流の効率化に向けた自主的かつ計画的な取組を促進しました。

○ 市町村、事業者、県民等に対して「いわてわんこ節電所」を通じた情報発信を行いました。

■ 低炭素なまちづくり

○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実施

件数：48 件）【再掲】

○ 都市交通の円滑化等を図るため、都市計画道路の整備（４箇所）を推進しました。【再掲】

○ 三陸鉄道の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携した利用促進に加え、三鉄沿線

地域の魅力発信と誘客拡大のための事業を実施しました。

○ 事業所への通勤や商業施設等への来客の自動車から公共交通機関や自転車への交通転換に向

けた、事業者の自主的かつ計画的な取組を促進しました。

○ 市町村、事業者、県民等に対して「いわてわんこ節電所」を通じた情報発信を行いました。

○ 地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制度

の登録事業所数は 274 事業所となっています（令和６年４月末現在）。また、事業所における省

エネルギーの取組の中心となる人材を養成するエコスタッフの登録者数は 2,359 人となってい

ます（令和６年４月末現在）。【再掲】

○ 「岩手県自転車活用推進計画」に基づき、自転車通行空間の設計等の自転車の利用促進のた

めの取組を推進しました。【再掲】

■ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排出

○ フロン製品の適正な使用及びフロンの適切な回収を周知するため、県民への周知や事業所へ

の立入検査を実施しました。

○ 各種リサイクルの円滑な推進に向け、市町村への助言や県民への普及啓発等を実施しまし

た。【再掲】

○ 食品ロス削減の普及啓発の一環として、「岩手県新ドギーバッグ（持ち帰り容器）アイディア

コンテスト」で作成した持ち帰り容器について、食べきり協力店に追加配布し、食べ残し削減

を呼び掛けました。【再掲】
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（２）再生可能エネルギーの導入促進

■ 自立・分散型エネルギーシステムの構築

○ 太陽光発電及び蓄電池導入に係る相談や、コージェネレーションシステム協議会における情

報収集、市町村が行うゾーニング協議会に参加しました。

○ 地域資源を活用して災害時においても地域で一定のエネルギーを賄う自立・分散型エネル

ギー供給システムの整備に関する具体的かつモデル的な市町村等の構想・計画等の実現化を支

援するため、システムの設計等に要する経費を補助しました。（補助実績：１件）

○ 市町村区域の温室効果ガスの排出量の削減等を行うため、市町村が地方公共団体実行計画

（区域施策編）等を定める場合に要する経費に対し、補助を行いました。

○ 再エネ電力調達への相談について、企業局及び小売電気事業者等が行うメニュー等紹介を行

うなど、支援を行いました。

○ 家庭・産業の省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入促進に取り組み、温室効果ガス排

出量の削減を図りました。

○ 県有施設等の脱炭素化に関する基本方針を策定し、太陽光発電の導入については 2030 年度ま

での工程表を策定しました。

■ 地域に根差した再生可能エネルギーの導入促進

○ 再エネ導入に係る国や県の補助金を紹介するとともに、地域と共生した再エネ導入を行うよう

助言を行い、事業者の再生可能エネルギー導入促進に努めました。

○ 市町村からの風力発電に適した場所への相談や、令和４年度に策定した「促進区域の設定に

関する岩手県基準」に基づき、事業者等へ助言しました。

○ 再生可能エネルギー事業者等に対し、環境省及び経済産業省ガイドラインに沿った再エネ発

電設備の設置について助言しました。

○ 再エネ由来の水素製造に着目したセミナーを開催し、関連産業の創出、育成に取り組みまし

た。

○ 事業者等に対し、未利用エネルギーの利活用について助言を行いました。

○ 事業者向けに国及び県事業の補助事業を紹介する説明会を実施し、地元企業への参入に向け

た支援を行いました。

○ 経年劣化が進行している水車発電機など主要機器を更新し、再生可能エネルギーの維持拡大

を図る入畑発電所再開発事業は、概ね計画どおり進捗しました。

○ 経年劣化が進行している水車発電機など主要機器を更新し、再生可能エネルギーの維持拡大

を図る胆沢第二発電所再開発事業は、概ね計画どおり進捗しました。

○「岩手県企業局クリーンエネルギー導入支援事業」により、市町村等が地域の公共施設に小規

模なクリーンエネルギー設備を設置する場合に要する経費を支援しました。（支援実績：9件）

○ 三陸の海の資源である海洋再生可能エネルギーの利用が期待されていることから、関連産業

創出に向け、研究開発事業や関連産業の創出、発電事業の実現を支援しました。（シンポジウム

の開催回数：１回）

○ 再生可能エネルギーの導入促進に向けた支援や電力系統への連携可能量拡大に向けた送配電

網増強施策の展開について国へ要望しました。

○ 環境影響評価法又は岩手県環境影響評価条例に基づき、環境影響評価技術審査会を６回開催

し、６件の電気工作物の新築事業において、事業者へ意見を述べました。

○ 環境と共生した陸上風力発電の円滑な立地を促進するため、立地選定に関する基準や環境影

響評価の項目・評価手法に関するチェックリスト等を記載した陸上風力発電事業に係る環境影

響評価ガイドラインを改定しました。【再掲】

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善

を図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムを開催したほか、事業者等に木質バイオ

マスコーディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：４件）【再掲】

○ 流域下水道北上浄化センターにおいて、汚水処理に伴い発生する消化ガス（バイオガス）を

発電用燃料として民間事業者に供給しました。民間事業者は、消化ガス発電を行い売電しまし

た。
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■ 水素の利活用推進

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関す

る県民や事業者等への理解促進などに取り組みました。（勉強会開催：1回、67 人）

（３）適切な森林整備等による森林吸収源対策の推進

■ 適切な森林整備の促進

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再

造林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：調査中(6 月末)）【再掲】

○ 森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度

間伐や伐採跡地への植栽のほか、気象被害を受けた森林の整備等を支援しました。（整備件数：

139 件）

■ 木材資源の有効利用の促進

○ 県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者等

の養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施しました。（研修会の回数：４回）【再

掲】

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムを開催したほか、事業者等に木質バイオ

マスコーディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：４件）【再掲】

○ 持続的な森林経営を推進するため、県有林が実施した計画的な間伐による CO2 吸収量をクレ

ジット化し、販売収益を県有林事業に還元しました。（販売実績：3件）

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムを開催し、周知を図りました。【再掲】

（４）地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応

■ 地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応

○ 岩手県気候変動適応センター を設置し、気候変動適応に関する情報の収集、提供を行いまし

た。

○ 気候変動適応についての理解を促進するため、県民、市町村等を対象としたセミナー等を開

催しました。（開催回数：４回）

28



 

 
 

Ⅱ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5（2023） 

達成度 

R12（2030） R5（2023） 

温室効果ガス排出削減

割合（2013 年度比） 
％ 

16.6 
（2017） 

57 - - - 

再生可能エネルギーに

よる電力自給率 
％ 34.4 65 47.0 - - 

 

（２） 施策推進指標の状況 

指標名 単位 現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5（2023） 

達成

度 - R5（2023） 

地球温暖化防止のための行

動に努めている県民の割合 
％ 79.9 

90.0 

（2026） 
90.0 80.0 Ｂ 

いわて地球環境にやさしい

事業所認定数 

事業

所 
③228 

344 

（2026） 
272 270 Ｂ 

乗用車の登録台数に占める

電動車の割合 
％ ③22.7 

33.7 

（2026） 
27.1 26.9 Ｂ 

再生可能エネルギー導入量

（累計） 
ＭＷ 1,444 

2,198 

（2026） 
1,966 - - 

チップの利用量 BDt[注] ③229,064 
231,070 

（2026） 
230,650 - - 

間伐材利用率 ％ 42.0 
44.8 

（2026） 
43.3 - - 

再造林面積 ha 830 
1,200 

（2026） 
1,050 - - 

気候変動適応に関するセミ

ナー等の受講者数（累計） 
人 ③117 

480 

（2026） 
120 146 Ａ 

［注］ＢＤｔ：重量を表す単位であり、絶乾比重（含水率０％）に基づき算出された実重量を指す。 

 

（３） 点検結果 

総合的指標２指標（温室効果ガス排出削減割合（2013 年度比）、再生可能エネルギーによる電力自給

率）は実績値が未確定のため、「気候変動対策」分野の進捗状況は判断できませんでした。なお、施策推

進指標の達成度は実績値が未確定の４指標を除き、ＡまたはＢでした。 

  



［分野別施策２］ 循環型地域社会の形成

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 廃棄物の発生が可能な限り抑制され、資源の循環利用（再使用・再生利用）が徹底した社会が

確立されている。

○ 災害に強く、循環利用が考慮された持続可能な廃棄物処理体制が構築されている。

○ 廃棄物の適正処理が確保され、良好な生活環境が維持されている。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用（３Ｒ）の推進

■ 一般廃棄物の抑制及び適正な処理の推進

○ 一般廃棄物処理施設の広域化の取組の進捗状況に応じて、処理体制の構築や施設整備・維持管

理等に関する助言を行いました。【再掲】

○ 食品ロス削減月間（10 月）、年末年始及び歓送迎会シーズンに合わせて、「もったいない・いわ

て☆食べきりキャンペーン」を実施し、3010 運動や適量注文等食べ残し削減の呼びかけを行いま

した。

○ 令和５年９月、令和６年１月に県及び市町村等で構成する「家庭ごみ有料化減量化研究会」を

開催し、市町村のごみ減量化施策に関する意見交換等を行いました。【再掲】

○ 各種リサイクルの円滑な推進に向け、市町村への助言や県民への普及啓発等を実施しました。

【再掲】

○ プラスチックごみ削減の取組を促進するため、ワンウェイプラスチックの使用削減等に取り組

む事業者を「いわてプラごみ削減協力店」として登録するとともに、プラスチック代替素材の使

用を行おうとする際に、試供品を提供し、導入を通じた普及啓発を行いました。

○ 岩手県３R推進キャラクター「エコロル」を活用し、保育園訪問やエコ協力店における店頭 PR

活動、各種イベント出演など３Rに関する普及啓発を実施しました。【再掲】

○ 感染性廃棄物等の処理に関し、情報提供や助言を実施しました。

○ 各種リサイクルの円滑な推進に向け、市町村への助言や県民への普及啓発等を実施しました。

【再掲】

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を支

援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しました。 

■ 産業廃棄物の抑制及び適正な処理の推進

○「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年度末で県内延べ 147 事業者による

産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定し

た製品は令和５年度末で 167 製品であり、ホームページ等でＰＲするとともに、県自ら優先的

な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】

○ 産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、令和５年度末で 96

事業者を認定（★★★30 件、★★55 件、★11 件）しました。【再掲】

○ 各種リサイクルの円滑な推進に向け、市町村への助言や県民への普及啓発等を実施しまし

た。【再掲】

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善

を図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】

○ 農業協同組合、市町村及び県等で構成する地域協議会を通じ、農業者に対して適正処理に係

る啓発資料の配布や指導を実施しました。

○ 漁業者自らの責任で漁業系廃棄物の適正処理が図られるよう、関係団体と連携して漁業者へ

の指導に取り組みました。

○ 下水道処理において発生する下水道汚泥焼却灰については、セメント原料への利用に取り組

みました。
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■ 海岸漂着物対策

○ プラスチック再商品化事業者開拓支援事業により、製品プラスチックの回収処理・再商品化に

向けた実証事業を行う２事業者を支援しました。【再掲】

○ プラスチックごみ削減の取組を促進するため、ワンウェイプラスチックの使用削減等に取り

組む事業者を「いわてプラごみ削減協力店」として登録するとともに、プラスチック代替素材

の使用を行おうとする際に、試供品を提供し、導入を通じた普及啓発を行いました。【再掲】

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に

対する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施

しました。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14 団体）

【再掲】

（２）災害に強く持続可能な廃棄物処理体制の構築

○ 一般廃棄物処理施設の広域化の取組の進捗状況に応じて、処理体制の構築や施設整備・維持

管理等に関する助言を行いました。【再掲】

○ 近年頻繁に発生している自然災害によって生じる災害廃棄物の処理体制を平時から構築する

ため、市町村に対し説明会を実施し、市町村の災害廃棄物処理計画策定の支援に取り組みまし

た。（処理計画策定済み市町村数：26 市町村）

○ 「いわてクリーンセンター」について、安定運営に向けた必要な支援を実施し、公共関与に

よる産業廃棄物処理を推進しました。

○ 「いわて第２クリーンセンター」について、ＰＦＩ事業契約に基づき、運営・維持管理モニ

タリングを行い、公共関与による産業廃棄物処理を推進しました。

○ いわてクリーンセンターの後継となる公共関与型産業廃棄物最終処分場について、令和７年

度の供用開始に向け、事業主体である（一財）クリーンいわて事業団への支援を行いました。

（３）廃棄物の適正処理の推進

○ 廃棄物処理施設整備に係る指導監督並びに産業廃棄物処理業、産業廃棄物処理施設の許可及

び監視指導を実施しました。【再掲】

○ 産業廃棄物不適正処理の未然防止のため、産業廃棄物適正処理指導員による監視指導やド

ローンを活用したパトロール等を実施しました。（施設等立入検査件数：27,795 件）

○ 電子マニフェスト導入実務研修会や排出事業者等説明会を開催しました。

○ 産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、令和５年度末で 96

事業者を認定（★★★30 件、★★55 件、★11 件）しました。【再掲】

○ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処理を促進するため、ＰＣＢ廃棄物適正処理指導員による監視

指導や、保管事業者、電気関係事業者向けの説明会を開催しました。

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善

を図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】

○ 青森県境産業廃棄物不法投棄事案に係る原状回復については、汚染土壌及び地下水の浄化対

策に取り組んだ結果、令和４年度で事業完了となりました。令和５年度は事案に係る記録誌を

作成したほか、不法投棄の原因者等に対する徹底した責任追及を実施しました。
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Ⅱ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 
計画目標値 年度目標値 実績値 

R5（2023） 
達成度 

R12（2030） R5（2023） 

一般廃棄物のリサイク
ル率 

％ 18.2 ⑪27.0 ④22.5 ④16.8 Ｄ 

産業廃棄物の再生利用
率 

％ 60.6（2018） ⑪61 ④61 ④56.5 Ｂ 

・ 「一般廃棄物のリサイクル率」は、重量のある紙類が新聞や雑誌等のデジタル化に伴い回収量が年々
減少傾向にあるため、また、少子高齢化により集団回収活動を継続することが困難な状況となっている
地域があるため、達成度はＤとなりました。 

 

（２） 施策推進指標の状況 

 

（３） 点検結果 

総合的指標１指標（一般廃棄物のリサイクル率）の達成度がⅮであったものの、１指標（産業廃棄物

の再生利用率）の達成度がＢであり、施策推進指標の達成度は未確定の２指標を除き、半数以上がＡで

あったことから、各施策は概ね順調に進められていると認められ、「循環型地域社会の形成」分野の進捗

状況は「概ね順調」と判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 単位 
現状値 

R1(2019) 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5(2026) 

達成

度 - R5(2026) 

エコショップいわて認定店舗数 店舗 ③ 301 
301 

（2026） 
301 313 Ａ 

エコショップいわて認定店等によ

る店頭資源回収量 
トン 1,542 

2,200 

（2025） 
2,000 - - 

事業者等の３Ｒ推進の取組に対す

る支援実施件数（累計） 
件 118 

161 

（2026） 
143 149 Ａ 

産業廃棄物の自県内処理率 ％ ㉚ 94.1 
97.5 

（2025） 
④ 97.5 ④ 95.3 Ｂ 

一般廃棄物の焼却施設処理量 
千 

トン 
② 339 

329 

（2025） 
④ 333 ④ 329 Ａ 

産業廃棄物適正処理率 ％ 99.6 
100 

（2026） 
100 99.8 Ｂ 

電子マニフェスト普及率 ％ 62 
72 

（2026） 
72 - - 
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［分野別施策３］ 生物多様性の保全・自然との共生

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 森や里、川、海の優れた自然環境が適切に保全されるとともに、生物の多様性や地域固有の生

態系が確保され、人と野生動植物が共生している。

○ 優れた景観や自然環境を有する自然公園、身近な自然とのふれあいの場である森林公園や都市

公園等が適切に保護・管理され、野外レクリエーションの場、環境を学ぶ場として多くの県民に

親しまれ、利用されている。

○ 環境に配慮した農林水産業の展開や、環境と調和した農地等の利用により、森林、農地、海岸

の環境保全機能が持続的に発揮されている。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）生物多様性の保全

■ 多様な自然環境の保全

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働によ

り、外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャ

ンペーンを実施しました。

○ 自然環境の保全に関する施策の総合的な推進を図るため、自然環境保全地域における行為の

規制を行いました。

○ 「岩手県自然環境保全条例」、「岩手県環境影響評価条例」等に基づき、大規模開発に際し、

自然環境に配慮するよう助言・指導を行いました。

○ 環境影響評価法又は岩手県環境影響評価条例に基づき、環境影響評価技術審査会を６回開催

し、８件の新規事業において、事業者へ意見を述べました。【再掲】

○ 環境と共生した陸上風力発電の円滑な立地を促進するため、立地選定に関する基準や環境影

響評価の項目・評価手法に関するチェックリスト等を記載した陸上風力発電事業に係る環境影

響評価ガイドラインを改定しました。【再掲】

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調を実施しました。

○ 絶滅のおそれがある種の生息環境の把握と改善のため、生息状況調査、生息地の環境保全等

を実施しました。

■ 多様な動植物が生息・生育できる環境の確保

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保

全活動を支援しました、（県民参加の森林づくり活動団体数：35 団体）【再掲】

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再

造林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：調査中(6 月末)）【再掲】

○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術

を支援しました。【再掲】

○ 「中山間地域等直接支払制度」を活用し、農業生産活動を通じて農地の多面的機能の維持・

増進に取り組む農業者を支援しました。（中山間地域等直接支払制度に基づく環境保全活動参加

人数：27,350 人）

○ 地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図るため、地域の実情に応じた農

業生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実施しました。（実施地区数：６地区）

○ いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げていくため、中山間地域等の耕作条件が不利な

小規模農地等を対象とした簡易な基盤整備を支援しました。（実施面積：24ha）

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」によ

り、人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：25 箇

所）【再掲】

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、267 地点の公共用水域、148 地点の地下水を測定

しました。
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○ 県漁場環境保全方針の重点監視水域における水質調査等を実施するとともに、二枚貝等を毒

化させる貝毒原因プランクトンの出現や貝毒の発生状況を監視しました。

○ 適正な漁場利用の促進と漁場環境の維持・保全を図るため、水質や底質等の漁場環境調査等

を実施しました。

○ 漁業者等が行う藻場等の保全活動に対して支援しました。（藻場等の保全活動への支援地区

数：８地区、藻場等の保全活動面積：143ha）

■ 野生動植物との共生の推進と鳥獣被害の抑制

○ 関係機関の意見を踏まえ、鳥獣保護区 19 箇所を更新しました。

○ ツキノワグマ及びカモシカの地域個体群の安定的な維持と被害防除を図り、イノシシについ

ては捕獲を中心とした適正管理を行いながら人と野生動物との共生を推進するため、捕獲技術

マニュアルの周知や捕獲技術講習会、ツキノワグマの市街地出没に対応するための訓練等を実

施しました。

○ シカ、ツキノワグマ及びヤマドリの放射性物質検査を実施し、その結果をホームページで公

表しました。

○ シカ及びイノシシの生息数増加による自然生態系への影響、農林業被害の低減を図るため、

捕獲を推進しました。

○ 早池峰山周辺地域のシカ生息密度が増加し、シカによる高山植物の食害が増加していること

から、早池峰山周辺地域における捕獲を強化し、防鹿柵を設置しました。

○ 狩猟者の増加を図るため、若年層に狩猟への参入を促すとともに若手狩猟者の育成を進め、

中長期的かつ安定した鳥獣捕獲の担い手確保を実施しました。

○ 野生生物保護を推進し、幼傷病野生鳥獣救護の効率化を図るため、開業獣医師に一次救護業

務を委託するとともに、鳥獣保護センターによる幼傷病野生鳥獣救護を実施しました。

○ 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や電気柵等の侵入防止柵の設置などを

支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性物質検査を実施しました。

○ 野生鳥獣による農作物被害防止対策を強化するため、広域捕獲活動を実施しました。【再掲】

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調査を実施しました。【再掲】

○ 早池峰山周辺地域のシカ生息密度が増加し、シカによる高山植物の食害が増加していること

から、早池峰山周辺地域における捕獲を強化し、防鹿柵を増設しました。【再掲】

○ 絶滅のおそれがある種の生息環境の把握と改善のため、生息状況調査、生息地の環境保全等

を実施しました。【再掲】

■ 外来生物の駆除

○ 特定外来生物生息状況の調査、ホームページ等による周知等を実施しました。

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働によ

り、外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャ

ンペーンを実施しました。【再掲】

○ 松林及び広葉樹林を松くい虫及びナラ枯れ被害から守るため、松くい虫被害防除監視員等の

設置や被害木の駆除、被害発生の予防等を実施しました。

○ 養殖ホタテガイでの作業負担の軽減を図るため、ヨーロッパザラボヤの付着状況を調査し、

その結果について、県ホームページ等を通じ、漁協や養殖業者に情報発信しました。

■ 生物多様性に配慮した県民参加型の自然環境保全活動の促進

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調査を実施しました。【再掲】

○ 特定外来生物生息状況の調査、ホームページ等による周知等を実施しました。【再掲】

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働によ

り、外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャ

ンペーンを実施しました。【再掲】
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○ ツキノワグマやイノシシ等の第二種鳥獣に係る管理検討委員会を開催し、シカの捕獲目標数

やツキノワグマの捕獲方針等について、令和５年度の方針を検討し対策を促進するとともに、

第二種鳥獣管理計画策定に係る意見交換を行い、中期的な取組について検討を行いました。 

○ 狩猟者の増加を図るため、若年層に狩猟への参入を促すとともに若手狩猟者の育成を進め、

中長期的かつ安定した鳥獣捕獲の担い手確保を実施しました。【再掲】 

○ 野生生物保護を推進し、幼傷病野生鳥獣救護の効率化を図るため、開業獣医師に一次救護業

務を委託するとともに、鳥獣保護センターによる幼傷病野生鳥獣救護を実施しました。【再掲】 

 

（２）自然とのふれあいの促進                                 

■ 自然公園等の整備の推進及び利用の促進 

○ 自然とのふれあいを促進するため、優れた自然環境を有する国立、国定、県立自然公園等の

登山道や遊歩道の改修等を実施しました。 

○ 三陸ジオパーク推進協議会と連携し、観光ガイドブックの三陸復興国立公園協会との共同制

作（英語版 3,000 部、繁体字版 3,000 部）を推進したほか、三陸ジオパーク推進協議会の HP や

「三陸ジオだより」等での情報発信を推進しました。 

○ 栗駒山の昭和湖付近の火山ガス濃度が高いことから、県立大学と連携しガス濃度の観測等を

行い、登山者の安全対策を実施しました。 

○ 早池峰地域の優れた自然環境を保全し、自然と人間の共生を実現するため、民間団体、関係

機関等のパートナーシップによる保全対策事業を推進しました。 

 

■ 都市公園や森林公園等の整備の推進及び利用の促進 

○ 広く県民の森林・林業に対する理解の醸成を図るため、森林環境教育の拠点施設である森林

公園の機能強化に取り組むとともに、自然観察会や木工教室など広く県民の森林・林業に対す

る理解の醸成を図るイベントを開催しました。（イベント等参加者数：2,002 人）【再掲】 

○ 岩手県公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の整備・維持管理を実施しました。【再掲】 

 

■ 里山など身近な自然環境の整備・保全の推進 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保

全活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：35 団体）【再掲】 

 

■ エコツーリズムの推進 

○ 三陸ジオパーク推進協議会と民間業者等との連携協定に基づく、みちのく潮風トレイルコー

ス等を含むジオツアー「三鉄ジオトレイン」（2回、計 31 人参加）の催行や、さんりくジオイベ

ント＠イオンタウン釜石（約 400 人参加）の開催を推進しました。 

 

■ 三陸ジオパークに関する取組の推進 

○ 三陸ジオパーク推進協議会や構成市町村等と連携し、住民等を対象とした講習会・学習会の

開催（47 回、2,526 人）を推進しました。 

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、小学

生を対象とした「さんりくジオパークかわらばん」（作品総数 227 点）の実施や、認定ガイド認

定講座（全４回 24 講座・1９人受講）の開催を推進しました。【再掲】 

○ 三陸ジオパーク推進協議会と三陸復興国立公園協会が連携し、観光ガイドブック（英語版

3,000 部、繁体字版 3,000 部）を共同制作しました。 

 

■ 温泉の保護と安全安心な利用の推進 

○ 温泉資源の保護と利用者の安全確保を図るため、事業者等に対し、温泉の掘削や利用等に係

る指導を行うとともに、主要源泉の調査等を行いました。 
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（３）森林、農地、海岸の環境保全機能の向上

■ 農地や森林の多面的機能の維持・増進

○環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術を

支援しました。【再掲】

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保

全活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：35 団体）【再掲】

○ 地域における森林整備活動を推進するため、専門知識と技術を有し、地域に根ざして関係者

の合意形成等を図る人材を育成しました。（研修開催数：１回）

○ 農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の泥上げや農道の砂利補充など、

農地や農業用水路等を守る地域共同活動を支援しました。（実施地区数：1,036 地区）

○ 「中山間地域等直接支払制度」を活用し、農業生産活動を通じて農地の多面的機能の維持・

増進に取り組む農業者を支援しました。（中山間地域等直接支払制度に基づく環境保全活動参加

人数：27,350 人）【再掲】

○ 森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林所有者や地域住民等が協力して実施する森

林の保全管理や山村地域の活性化に資する取組を支援しました。（活動組織数：76 団体、里山林

の保全活動等面積：768ha）

■ 多様な森林の整備、保安林の適正配備の推進

○ 森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度

間伐や伐採跡地への植栽のほか、気象被害を受けた森林の整備等を支援しました。（整備件数：

139 件）【再掲】

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再

造林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：調査中(6 月末)）【再掲】

○ 森林法に基づき、保安林整備事業、保安林整備管理事業及び森林保全管理事業を実施しまし

た。

■ 様々な海の生き物の産卵・生育の場となる藻場・干潟の保全活動の促進

○ 漁業者等が行う藻場等の保全活動に対して支援しました。（藻場等の保全活動への支援地区

数：８地区、藻場等の保全活動面積：143ha）【再掲】

■ 陸と海がつながる多様で豊かな水辺空間としての河川・海岸の保全

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を

支援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しまし

た。【再掲】

○ 「いわての川と海岸ボランティア活動等支援制度」により、県が管理する河川、海岸におい

て地元自治会等が行う清掃や美化等のボランティア活動の支援を実施しました。（支援件数：59

件）

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を

支援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しまし

た。【再掲】

■ 生態系に配慮した災害に強い県土づくり

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：42 地

区）【再掲】】

○ 渓流環境の保全、生態系に配慮した透過型構造の砂防堰堤の整備に取り組みました。
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Ⅱ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5（2023） 

達成

度 R12（2030） R5（2023） 

イヌワシつがい数 ペア 27 29 29 24 Ｂ 

自然公園ビジターセン

ター等利用者数 
千人 

420 

(2010～19 平均) 
470 470 446 Ｂ 

 

（２） 施策推進指標の状況 

指標名 単位 
現状値 

R1(2019) 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5(2023) 

達成

度 - R5(2023) 

条例指定希少野生動植物の確認

数 
種 16 

16 

（2026） 
16 14 Ｂ 

ニホンジカの最小捕獲数 頭 ③26,839 
25,000 

（2026） 
25,000 - - 

国立公園・国定公園再整備個所

数（累計） 
箇所 3 

7 

（2026） 
5 5 Ａ 

ジオパーク学習会等の参加者数

（オンラインを含む）（累計） 
人 ② 1,648 

6,800 

（2026） 
1,700 2,526 Ａ 

主要ジオサイトの観光入込客数 千人 1,203 
1,220 

(2026) 
980 1,284 Ａ 

農山漁村の環境保全活動への参

加人数 
人 125,206 

126,700 

（2026） 
125,800 - - 

 
（３） 点検結果 

総合的指標２指標（イヌワシつがい数、自然公園ビジターセンター等利用者数）の達成度がＢであ

り、施策推進指標は実績値が未確定の２指標を除き、ＡまたはＢであったことなどから、各施策は順

調に進められていると認められ、「生物多様性の保全・自然との共生」分野の進捗状況は「順調」と判

断しました。  
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［分野別施策４］ 環境リスクの管理

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 環境基準を満たすとともに、安全で安心できるきれいな大気や静かな環境の中で、豊富な水の

恩恵を受けながら、県民生活が営まれている。

○ 化学物質による環境汚染が防止されているとともに、化学物質に関する県民の理解が深まり、

安全・安心な県民生活が営まれている。

○ 有害な化学物質等について、適切な監視、測定や指導等により、適正な管理や使用が行われ、

水や大気等の安全性が守られている。

○ 環境影響評価制度等に基づく基準が遵守され、大規模な開発事業等における環境への影響の回

避や低減が図られている。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）大気環境の保全

○ 大気の汚染実態の把握のため、大気環境の常時監視を実施しました。また、大気環境におけ

る有害大気汚染物質の常時監視を実施するともに、事業者に対して排出又は飛散の抑制等を啓

発し、事業者の自主的な排出等の抑制を促進しました。

○ 国内の石綿使用建築物の解体棟数が 2030 年頃にピークを迎えると推測される中、石綿飛散防

止対策を推進するため、建物解体等の現場に立入検査を実施するとともに、建設業者等を対象

とした事業者向け説明会を開催しました。

○ オゾン層の破壊を防止するため、フロン類の回収及び破壊の確保を図りました。

（２）水環境の保全

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、267 地点の公共用水域、148 地点の地下水を測定

しました。【再掲】

○ 有害物質等を排出する事業者への立入検査及び排水検査を実施しました。

○ 高家川の水質環境基準類型の見直しを実施しました。また、宇部川に係る水質環境基準類型

の見直し調査を業務委託により実施しました。

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、浄化槽に係る事業に対し財政

的支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。【再掲】

○ 家庭の生活排水による水環境への影響について、小学生等を対象に出前講座を 21 回開催しま

した。【再掲】

○ 北上川上流流域下水道及び磐井川流域下水道を整備しました。

○ 県及び関係市村が指定検査機関と連携し、浄化槽台帳の精査及び法定検査を受検していない

浄化槽管理者への指導等を実施しました。

（３）土壌環境及び地盤環境の保全

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、267 地点の公共用水域、148 地点の地下水を測定

しました。【再掲】

○ 有害物質等を排出する事業者への立入検査及び排水検査を実施しました。【再掲】

（４）騒音・振動・悪臭対策の推進

○ 新幹線の騒音・振動測定を実施し、測定結果を事業者へ情報提供するとともに、環境基準が

未達成な地域の騒音等の防止対策の推進について各事業者に要望しました。

○ 花巻空港周辺地域において航空機騒音の測定を実施し、環境基準値以下であることを確認し

ました。

○ 悪臭公害は、近年、発生源が飲食店やサービス業等多岐にわたっていることから、市町村と

連携して悪臭苦情への対応を行いました。

○ 県内の 11 町村を４カ年間で監視地域を一巡して実施するよう計画し、自動車騒音常時監視を

行っています。
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○ 令和５年度は３町村において測定を実施し、一部地域において環境基準を超過した地点があ

りましたが、環境省令で定める要請限度を超過した地点はありませんでした。

（５）化学物質の環境リスク対策の推進

○ ＰＲＴＲ法に基づく届出に係る事務の実施により、化学物質の適正管理や排出削減を促進す

るとともに、使用状況を把握しました。【再掲】

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営やセ

ミナー等を実施しました。（セミナー開催：1件）【再掲】

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含ま

れる化学物質（18 物質）の調査及び未規制物質の分析法（１物質）の開発を行いました。

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含ま

れる化学物質（18 物質）の調査及び未規制物質の分析法（１物質）の開発を行いました。

○ 大気、河川水、地下水、土壌の一般環境中及び発生源周辺のダイオキシン類の常時監視を実

施しました。

（６）監視・測定体制の強化・充実と公害苦情等への的確な対応

○ 環境保全対策の推進を図るため、研修会等の開催・参加、公害防止知識の普及啓発及び大気

常時監視測定機器等の整備を実施しました。

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含ま

れる化学物質（18 物質）の調査及び未規制物質の分析法（２物質）の開発を行いました。【再

掲】

○ 令和４年度に県及び市町村が受理した公害に関する苦情は 588 件でした。

○ 調停等の申請件数は０件でした。

（７）放射性物質による影響の把握等

○ 環境中の放射性物質等のモニタリングを実施し、測定結果を公表しました。

○ 市町村による円滑な除染等を推進するために支援を行うとともに、放射線に対する基礎知識

の普及啓発を実施しました。

○ 市町村による農林業系副産物の処理を推進するため技術的支援を実施しました。

（８）環境影響評価制度の適切な運用、適正な土地利用の促進

○ 岩手県環境影響評価制度について、事業者等からのお問い合わせや事前相談の機会を通じ、

適切に環境配慮がなされるよう助言・指導を行いました。

○ 環境影響評価法又は岩手県環境影響評価条例に基づき、環境影響評価技術審査会を６回開催

し、８件の新規事業において、事業者へ意見を述べました。【再掲】

○ 岩手県土地利用基本計画（計画図）の変更 14 件について、国及び市町村と協議のうえ岩手県

国土利用計画審議会に諮問し、承認されました。

○ 国土利用計画法施行令の規定に基づく地価調査について、不動産鑑定評価を委託して基準地

354 地点の標準価格を判定し、一般の土地取引価格の指標となるよう公表しました。

（９）北上川清流化対策の推進

○ 旧松尾鉱山から排出される坑廃水の中和処理を確実に実施するとともに、施設の耐震補強工

事、３ｍ坑埋戻し工事を進めるなど、長期安定的な処理の確立に努め、北上川清流化を推進し

ました。

○ 旧松尾鉱山の歴史や中和処理の仕組みなど、北上川の清流化を取り戻すための取組について

地元中学生に対して出前授業を実施しました。

○ 植樹団体で構成する松尾再生の森協議会に参画し植樹活動の調整・支援にあたりました。
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Ⅱ 進捗状況の点検 

（１） 総合的指標の達成状況

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5（2023） 

達成

度 R12（2030） R5（2023） 

河川・湖沼・海域のＢＯＤ等［注

１］環境基準達成率 
％ 98.2 99.1 99.1 - - 

大気中のＰＭ2.5 等環境基準

達成率［注２］ 
％ 100 100 100 - - 

［注１］BOD 等：BOD（生物化学的酸素要求量）及び COD（化学的酸素要求量） 

［注２］PM2.5 等：二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質（PM2.5） 

（２） 施策推進指標の状況

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5(2023) 

達成

度 - R5(2023) 

光化学オキシダント注意報の

年間発令日数 
日 0 

0 

（2026） 
0 0 Ａ 

有害大気汚染物質の環境基準

達成率 
％ 100.0 

100 

（2026） 
100 100 Ａ 

汚水処理人口普及率 ％ 82.6 
91.1 

（2025） 
87.9 - - 

排水基準適用の事業場におけ

る排水基準適合率 
％ 100 

100 

（2026） 
100 100 Ａ 

新中和処理施設放流水水質

基準達成率 
％ 100 

100 

（2026） 
100 100 Ａ 

（３） 点検結果

総合的指標２指標（河川・湖沼・海域のＢＯＤ等環境基準達成率、大気中のＰＭ2.5 等環境基準達成

率）は実績値が未確定のため、「環境リスクの管理」分野の進捗状況は判断できませんでした。なお、

施策推進指標の達成度は実績値が未確定の１指標を除き、Ａでした。 
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［分野別施策５］ 持続可能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進

【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 県民が環境問題について理解を深め、自らの問題として捉え、自発的に活動することにより、

持続可能な社会づくりに取り組んでいる。

○ 県民、ＮＰＯ、企業、行政等の協働により、環境に配慮した行動が日常生活や事業活動の場で

実践されている。

Ⅰ 個別施策の取組状況

（１）持続可能な社会づくりに向けた環境学習等の推進

■ 学校における環境学習の推進

○ 地球温暖化防止活動推進員による学校等への研修会を開催しました。

○ 地球温暖化防止活動推進センターと連携し、温暖化対策に取り組もうとする県内小学校に

「地球温暖化を防ごう隊員ノート」を配布し、小学生とその家庭における、省エネルギーに関

する取組を支援するとともに、「いわてわんこ節電所」での各学校の取組紹介を通じて、組の普

及を図りました。

○ 環境学習交流センターにおいて、大学、高等学校、中学校、支援学校からの訪問学習を受け

入れ、環境学習の取組を支援しました。（受入実績 10 校、197 名）

○ 県内全小学校に環境副読本を配布し、学校における環境学習を推進しました。

○ 岩手大学において環境学習の一環として、県の環境施策について講義を行いました。

■ 多様で身近な環境学習機会の提供、支援

○ 水生生物による水質調査は、132 団体、延べ 3,704 人の参加のもと、95 河川の延べ 143 地点

で県内児童等が実施し、水質保全意識の高揚を図ることができました。

○ 環境学習交流センターや地球温暖化防止活動推進センターにおいて、環境アドバイザーや地

球温暖化防止活動推進員を派遣するとともに、環境学習広報車「エコカーゴ」を活用し県内各

地を訪問する出張環境学習会等を実施することにより、環境学習及び環境保全活動を支援しま

した。（移動環境学習広報車による出前環境学習実施数：18 回、環境アドバイザー派遣実績数：

220 回）

○ 岩手県３R推進キャラクター「エコロル」を活用し、保育園訪問や各種イベント出演など３R

に関する普及啓発を実施したほか、県内の小中学生を対象に「いわてごみゼロ・３R推進ポス

ターコンクール」を実施しました。

○ ごみの散乱を防止し住環境の清潔を保持するとともに、廃棄物の発生を抑制し、３Ｒを推進

するため、「クリーンいわて運動」として各種清掃活動等を実施しました。

○ 県立博物館及び県立美術館での学芸員等による公開講座を実施しました（講座の実施回数：

博物館 33 回、美術館 46 回）

○ 新型コロナウイルス感染症による影響がありましたが、感染症予防対策を講じながら、ト

レッキングやマリンスポーツ、ウィンタースポーツ体験等、各青少年の家や野外活動センター

において体験活動を実施しました。

○ 事業所や家庭での地球温暖化防止の取組みを促進するために、地球温暖化防止活動推進員に

よる地域の研修会・イベント等による普及啓発を実施しました。（派遣回数：98 回）

○ 環境に関する講師派遣や見学受入等を行う企業・団体を環境学習応援隊として登録・周知す

ることにより、地域における体験による環境学習を推進しました。【再掲】地球温暖化防止活動

推進員を対象とする研修会を開催しました（研修会開催回数：2回）。

○ 「水の週間（８月１日から１週間）」行事の一環として、広く水に対する関心を高め、理解を

深めることを目的に、次代を担う中学生を対象とした水の作文コンクールを実施しました。こ

の結果は、作文集として取りまとめ関係者に配布するとともに、県のホームページに掲載し周

知を図りました。
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■ 環境人材の育成

○ ライフスタイルの転換を呼びかける WEB サイト「いわてわんこ節電所」による普及啓発など

を実施しました。（令和５年度の参加者数：10,604 人）

○ 環境アドバイザー及び地球温暖化防止活動推進員を対象とする研修会を開催しました（研修

会開催回数：１回）。

○ 新たな人材の発掘や、さらなる人材育成を目的とし、「いわて環境塾」を開催しました。（全

６回、受講者数のべ 227 人）

○ 地球温暖化防止活動推進員を対象とする研修会を開催しました（研修会開催回数：2回）。

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、小学

生を対象とした「さんりくジオパークかわらばん」（作品総数 227 点）の実施や、認定ガイド認

定講座（全４回 24 講座・1９人受講）の開催を推進しました。【再掲】

○ 岩手大学において環境学習の一環として、県の環境施策について講義を行いました。【再掲】

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】

（２）環境に配慮した行動・協働の推進

■ 環境に配慮した県民の行動・協働の推進

○ 事業所や家庭での地球温暖化防止の取組みを促進するために、地球温暖化防止活動推進員に

よる地域の研修会・イベント等による普及啓発を実施しました。（派遣回数：98 回）【再掲】

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定し

た製品は令和５年度末で 167 製品であり、ホームページ等でＰＲするとともに、県自ら優先的

な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】

○ 東北環境パートナーシップオフィスから各種情報を収集するとともに、東北地方 ESD 活動支

援センター業務を地域で担う地域 ESD 活動推進拠点である NPO 法人環境パートナーシップいわ

てと連携し、各種行事等を通じて ESD を推進しました。

○ 農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の泥上げや農道の砂利補充など、

農地や農業用水路等を守る地域共同活動を支援しました。（実施地区数：1,036 地区）【再掲】

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保

全活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：35 団体）【再掲】

○ 地域住民との協働により、道路区域内の除草に取り組みました。

○ 地域住民との協働により、道路、河川及び海岸の草刈り、清掃など、身近な社会資本の整備

に取り組みました。

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を

支援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しまし

た。【再掲】

■ 環境に配慮した企業の行動・協働の推進

○ 地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制度

の登録事業所数は 274 事業所となっています（令和６年４月末現在）。

また、事業所における省エネルギーの取組の中心となる人材を養成するエコスタッフの登録者

数は 2,359 人となっています（令和６年４月末現在）。【再掲】

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営やセ

ミナー等を実施しました。（セミナー開催：1件）【再掲】

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を

支援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しまし

た。【再掲】

■ 環境に配慮した県の率先実行

○ 県関係施設において節電・省エネに取り組んだほか、グリーン購入基本方針等に沿って、環

境に配慮した製品の購入に努めました。県では、「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」によ
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り、県の事務事業に係る温室効果ガス排出量を令和 12 年度に平成 25 年度（基準年度）比で

60％削減することを目標に掲げて取り組んでいます。 

令和３年度の温室効果ガス排出量は、14 万 8,197 トンであり、基準年度比で 10.8％減少して

います。 

○ 県有施設等の脱炭素化に関する基本方針を策定したほか、太陽光発電の導入については 2030

年度までの工程表を策定しました。

■ 県民等の参加による環境保全取組の推進

○ 県民会議事業として、できることから ECO アクション表彰の実施等、構成団体相互間で情報

共有を行い、連携を強化しました。

○ 県民、事業者、市町村等の各主体との連携による３Ｒの促進、リサイクル製品の開発等に取

り組む事業者への支援等を実施するほか、広報媒体を活用した県民に対する３Ｒの普及啓発を

実施しました。【再掲】

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等を

支援しました。また、環境保全活動の促進、情報発信及び海洋ごみの分布調査等を実施しまし

た。【再掲】

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】

■ 環境広報及び情報提供の推進

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けて、温暖化防止いわて県民会議への金融機関

の参画、若者ワーキンググループの設置により、脱炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進

し、全県的な県民運動を展開しました。

○ 令和５年度の環境月間(６月)行事として県内では、テレビやゲームを消して、読書・読み聞

かせなどにより環境のことを考えてもらう運動を北海道、秋田県、青森県とともに実施した４

道県共同行動、地球温暖化に関する講演、夏季の節電の実施、ごみ拾い等の清掃活動の実施及

び環境に関する図書展示・ミニイベントなどが行われました。

○ 毎年度、県内の環境の現状や課題、その解決に向けた施策をとりまとめた環境報告書を出版

するとともに、岩手県公式ウェブサイトでも県の環境施策を公表しています。

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】

○ 環境学習交流センターや地球温暖化防止活動推進センターにおいて、定期的にメールマガジ

ンや広報誌を発行するとともに、環境に関する企画展を開催するなど、県民へ環境情報を提供

しました。

○ 県民の地球温暖化に関する意識を高め、自主的な取組促進につなげることを目的に、県民の

省エネ行動の成果をホームページ上で分かりやすく表示する「いわてわんこ節電所」を運営し

ました。（令和５年度の参加者数：10,604 人）
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Ⅱ 進捗状況の点検 

（１） 総合的指標の達成状況

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5(2023) 

達成

度 R12（2030） R5（2023） 

環境学習交流センター

利用者数 
人 49,789 50,000 45,000 45,032 Ａ 

水生生物調査参加率（注１） 

（参考：参加者数） 

％ 

（人） 

6.9（注２） 

（4,272）（注２） 

7 

（3,100） 

7 

（3,700） 

7.0 

（3,704） 
Ａ 

（注１）参加者数／児童数 （注２）2013～19 平均 

（２） 施策推進指標の状況

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R5(2023) 
達成度 

- R5（2023） 

水と緑を守り育てる環境保全

活動数（累計） 
件 965 

3,300 

（2026） 
825 933 Ａ 

身近な水辺空間の環境保全等

に継続的に取り組む団体数 

団

体 
61 

67 

（2026） 
67 - - 

（３） 点検結果

総合的指標２指標（環境学習交流センター利用者数、水生生物調査参加率）の達成度がＡであり、

施策推進指標も未確定の１指標を除き達成度がＡであったことなどから、各施策は順調に進められて

いると認められ、「持続可能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進」分野の進捗状況は「順

調」と判断しました。 
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【概要】再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引き（R6.3）

協定の規定内容

岩手県として、既存の「公害防止協定の手引き」に加えて、新たに「再生可能エネルギー発電事業に
係る地域裨益協定の手引き」の作成・公表を行うことで、県内市町村における地域脱炭素と地域経済
循環の取組を後押しし、持続可能で豊かな地域社会の実現を図ろうとするもの。

協定に規定した内容の実効性を確保するため、定期的な履行状況の確認等を行う必要。

手引き作成の趣旨

※ （１）～（４）は単なる例示であり、各市町村の判断を制約するものではない。

(１) エネルギーの地域内循環
地域裨益協定の締結により、再生可能エネルギーの地域内循環を図ることが望ましく、サプライ

チェーン全体での脱炭素化が志向される中、地域の産業集積にもつながることが期待。
(２) 売電収入等の地域還元

地域裨益協定に（１）を規定できない場合は、売電収入の一部の地元市町村への寄附等を規定する
ことが考えられ、当該財源の使途は地元住民の理解を得られるものとなることが重要。

(３) 周辺環境の保全
地域裨益協定には、土砂の流出防止や残置森林の適正管理、さらには将来の解体処理を見据えた資

産除去債務の計上、積立金の適正管理なども必要に応じて規定することが重要。
(４) その他

地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）を活用して、地域裨益協定締結企業への軽課など
を市町村の条例で規定することが可能であり、該当する場合はその旨を協定に明記。

「サービス付き高齢者向け住宅適正立地促進税制：コンパクトシティの観点からの政策提言」『自治実務セミナー』平成29年12月

協定締結後の対応

資料2-3
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【参考】公害防止協定から地域裨益協定に至る経緯

昭和27年3月 わが国初の「公害防止協定」（島根県×山陽パルプ江津工場・大和紡績益田工場）

昭和40年3月 岩手県初の「公害防止協定」（岩手県×三菱製紙株式会社）

昭和47年3月 岩手県「公害防止協定の手引き」の作成・公表

平成元年10月 環境庁「公害防止協定事例集」の作成・公表

令和3年10月 久慈市「地域に裨益する再生可能エネルギー事業の実施に関するガイドライン」の作成・公表

令和5年3月 宮古市「再生可能エネルギー推進条例」の制定

令和6年3月 岩手県「再生可能エネルギー発電事業に係る地域裨益協定の手引き」の作成・公表（全国初の取組）
市町村が締結する地域裨益協定の規定内容の例として
再生可能エネルギーの地域内循環
売電収入の一部の地元市町村への寄附
将来の解体処理を見据えた積立金の適正管理
地域裨益協定締結企業向けの優遇税制（※） などを記載

※ 市（町・村）税条例の改正条文の雛形も市町村に送付

昭和期：大気汚染や水質汚濁などを中心とする公害問題の顕在化

令和期：再生可能エネルギーの導入が進む中で地域内循環などの課題が浮上
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１ 取組の趣旨

 陸上風力発電事業の環境影響の懸念に対応するため、令和５年３月に「配慮書ガイドライン」を策定したが、依然として、保全エリアとの重複等の課題がみられる。
 手続開始後に環境リスクが高いことが判明し、調査の手戻り等によるアセス期間の長期化や地域の合意形成が困難で事業の見直しを余儀なくされる例がみられる。
 環境と共生した風力発電の円滑な立地を促進するため、事業が進まないリスクを未然に回避し、事業者の予見可能性を高めるような新たな取組を実施するもの。

２ 取組のポイント

（１）「立地選定に関する基準」の策定

 県内を①原則として立地を避けるべき区域（レットゾーン）、②立地による影響を低減すべき区域（イエローゾーン）、③立地による影響を確認し、風力発電事
業との両立を図るべき区域に区分し明示する

 事業者は、計画段階の立地検討でこれらに配慮した事業計画を策定することで、環境リスクの低い場所で迅速かつ円滑にアセス手続を進めることができる

（２）「環境影響評価の項目・手法に関するチェックリスト」の策定

 過去のアセス審査会や知事意見の指摘内容のうち、本県の地域特性を踏まえて配慮すべき事項を明示し、環境影響の調査・予測・評価手法の充実を図る
 事業者は、図書の内容が指摘内容に対応しているかを事前に確認することにより、効率的な調査が可能となり、アセス手続を迅速かつ円滑に進めることができる

（３）「環境保全措置等の報告等に関する留意事項」の策定

 環境リスクの高い事業について、環境保全措置等の報告書により、運転開始後の騒音や希少種等への影響と対策の効果を県がフォローできる仕組みを構築する
 効果のあった環境保全措置が公式に評価され、効果が得られていない場合も県の助言を得て対応することで、地域の懸念を払しょくできる

（４）「環境影響評価図書の継続公表等と希少動植物の情報の利用に関する留意事項」の策定

 法定縦覧後のアセス図書を県が継続的に公表するとともに、非公開の希少種情報を県が収集・分析するための手順を定める
 事業者の環境保全の取組や希少種等の公的情報の整備への貢献が可視化され、ESGを重視する様々なステークホルダーから評価される。

なお、取組実施後３年を目途として、取組の状況を勘案し、制度的検討を行い、必要に応じ所要の措置を講ずる。

陸上風力発電事業に係る環境影響評価ガイドラインの概要

県民の生活環境及び本県の自然環境の保全と再生可能エネルギーの導入の両立に向け、環境と共生した陸上風力発電事業の導入を促進するため、立地選定に
関する基準、環境影響評価の項目及び手法に関するチェックリスト、環境保全措置等の報告・図書の継続公表等に関する留意事項の策定等の措置等を講ずる。
このため、配慮書ガイドライン（R5.3）を改定し、これらの措置の具体的な内容を盛り込んだ新たなガイドラインを策定した。

資料2-4
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岩手県環境審議会水質部会審議結果について 

令和６年１月30日（火）に岩手県環境審議会水質部会を開催し、下記事項について審議した

ことから、その結果を報告する。 

１ 審議事項 

 県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正

する規則について 

２ 審議結果 

原案のとおり議決された。 

３ 要旨 

 水質汚濁防止法に係る排水基準を定める省令が改正され６価クロム化合物は規制が強化、

大腸菌群数から大腸菌数へ指標が変更されたことから、これに合わせて県条例排水基準を定

めている県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例施行規則を改正

したもの。 

資料３ 
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１ 経緯 

環境基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準について、６価クロム化合物の基準値が強化され

るとともに、従来の大腸菌群数を大腸菌数とする見直しが行われた（令和４年４月１日施行）。 

これを受け、水質汚濁防止法に基づく特定事業場排出水に適用される排水基準が改正された

（令和６年１月 25 日公布）。 

ついては、条例対象施設においても公共用水域の水質を保全するため、新基準への対応が必要

となることから規則を改正したもの。 

２ 規制の対象 

水質汚濁防止法の指定業種（化学肥料製造業、無機化学工業製品製造業等）以外の対象施設に

ついて条例で規制している。 

対象施設 施設の概要 

湿式集じん施設 生産工程から発生した粉じんを水洗等により除去する施設 

廃ガス洗浄施設 生産工程から発生したガス体を水洗等により洗浄する施設 

３ 改正内容 

(1) ６価クロム化合物の排水基準値の見直し（令和６年４月１日施行）

旧基準：0.5 mg/L

現 行：0.2 mg/L

(2) 大腸菌群数から大腸菌数への見直し（令和７年４月１日施行）

現 行：大腸菌群数 日間平均 3,000 個/cm³

新基準：大腸菌数  日間平均 800CFU/mL

※CFU は培地内のコロニー（集落）の数

６価クロム化合物 <人の健康保護に関する項目> 

・強い毒性をもち発がん性物質に分類されている。

・国内では表面処理剤や顔料、染料としての使用が多い。

・水道水の基準値も令和２年４月改正で強化されている。

大腸菌数 <生活環境の保全に関する項目> 

・従来法は大腸菌以外の土壌細菌も検出される課題があった。

・簡便かつ的確に糞便性大腸菌を捉える新たな培養技術に基づく指標として採用されたもの。

参考資料
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岩手県環境審議会温泉部会審議結果について

 令和６年２月７日に開催した岩手県環境審議会温泉部会において諮問された温泉掘削許可申請

について、温泉部会において審議したことから、その結果を報告する。  

〇 令和６年２月７日審議結果 

温泉法第３条第１項の規定による温泉掘削許可申請 １件のうち  許可相当 １件

温泉法第３条第１項の規定による温泉掘削許可申請 

整理

番号
申請者住所 申請者氏名 申請地 申請目的 答申 

1－1 
滝沢市鵜飼笹

森 10番 13号 

株式会社長内水

源工業 代表取

締役 長内信平 

滝沢市鵜飼先古川 18

番２ 

浴用に共する

ため、熱源の農

業利用 

許可相当 

資料４ 
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岩手県環境審議会条例

制  定 平成６年７月15日条例第36号 

改正沿革 平成９年３月27日条例第63号 

平成11年12月17日条例第80号 

平成12年12月18日条例第72号 

平成13年７月９日条例第57号 

平成14年３月29日条例第３号 

岩手県環境審議会条例

（設置）

第１条 環境基本法（平成５年法律第91号）第43条第２項及び水質汚濁防止法（昭和45年法律第138

号）第21条第２項並びに自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第51条第３項の規定により、岩手

県環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（組織）

第２条 審議会は、委員30人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。 

(１) 市町村長

(２) 学識経験のある者

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。

（会長）

第３条 審議会に会長を置き、委員の互選とする。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務

を代理する。

（特別委員）

第４条 審議会に、水質汚濁防止法第21条第１項の事務に係る事項を調査審議させるため、特別委員

を置く。

２ 特別委員は、国の関係地方行政機関の職員のうちから知事が任命する。

３ 特別委員の任期は、その職にある期間とする。

（専門委員）

第５条 審議会に、専門の事項を調査審議させるため、専門委員を置くことができる。

２ 専門委員は、学識経験のある者又は関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項の調査審議が終了したときは、解任されるものとする。

（専門調査員）

第６条 審議会に、専門の事項を調査させるため、専門調査員を置くことができる。

２ 専門調査員は、学識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。
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３ 専門調査員は、当該専門の事項の調査が終了したときは、解任されるものとする。

（会議）

第７条 審議会は、知事が招集する。

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある特別委員の総数の半数以上が出席しなければ会議を開くこ

とができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。

（部会）

第８条 審議会に、部会を置くことができる。

２ 部会は、会長の指名する委員、特別委員又は専門委員をもって組織する。

３ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。

４ 第３条及び前条の規定は、部会について準用する。

（庶務）

第９条 審議会の庶務は、環境生活部において処理する。

（補則）

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。
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岩手県環境審議会運営規程

（趣旨）

第１条 この規程は、岩手県環境審議会条例（平成６年岩手県条例第36号、以下「条例」という。）

第８条第３項及び第10条の規定により、岩手県環境審議会（以下「審議会」という。）の運営に関

し必要な事項を定めるものとする｡

（審議会の招集の通知）

第２条 知事は、審議会を召集するときは、あらかじめ、会議の日時、場所及び付議事項を委員に通

知するものとする｡

（審議会の公開等）

第３条 審議会の会議は、公開とする｡

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合には、議長が審議会に諮って、これを公開し

ないことができる｡

(１) 情報公開条例（平成10年岩手県条例第49号）第７条各号に掲げる情報に該当すると認められ

る事項について調査審議する場合

(２) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障を生ずることが明ら

かに予想される場合

（傍聴人に対する指示）

第４条 議長は、傍聴人に対し、必要な指示をすることができる｡

（意見の聴取）

第５条 議長は、議事の調査審議に関し、特に専門的な意見を聴く必要があると認めたときは、審議

会に諮って、関係者に出席を求めて意見を聴くことができる。

（採決）

第６条 議長は、議題について採決しようとするときは、その議題及び採決する旨を会議に宣告する

ものとする｡

２ 採決は、挙手又は投票の方法によるものとし、議長は、そのつど会議に諮って決定するものとす

る｡

３ 前項の規定にかかわらず、議題について出席委員に異議がないと認めるときは、議長は、これを

確かめた後に採決の手続を省略して、可決の旨を宣告することができる｡

（議事録の作成）

第７条 審議会は、会議の議事について、そのつど議事録を作成するものとする｡

２ 前項の議事録には、次の各号に掲げる事項を記載するものとする｡

(１) 開催の日時及び場所

(２) 出席者の氏名

(３) 議事の概要

(４) 前各号に掲げるもののほか、必要と認められる事項

（部会）

第８条 条例第８条第１項の規定により、審議会に次の部会を置く。
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  大気部会  水質部会  自然・鳥獣部会  温泉部会

２ 前項の規定にかかわらず、知事が必要と認めたときは、審議会に諮って部会を設置することがで

きる。

３ 知事は、必要と認めたときは、合同で部会を開催することができる。

４ 部会の審議事項は、別表１のとおりとする。

５ 議長は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、審議事項を部会に付議すること

ができる｡

６ 部会に、付議事項に係る専門調査員を出席させることができる｡

７ 第２条から前条までの規定は、部会に準用する｡

（部会の議決）

第９条 条例第８条第３項の規定に基づき、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる事

項は、別表２のとおりとする。

２ 議長は、前項の規定にかかわらず、審議会に諮って、部会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。

３ 前２項の規定による議決をしたときは、部会長は、その旨を直近に開催される審議会に報告する

ものとする｡

（代理出席）

第10条 委員又は特別委員のうち、市町村長及び関係行政機関の職員である者は、本人が出席できな

い場合に限り、あらかじめ指名する者を代理出席させることができる。

（部会の庶務）

第11条 部会の庶務は、大気部会にあっては環境生活企画室及び環境保全課、水質部会にあっては環

境保全課、自然・鳥獣部会及び温泉部会にあっては自然保護課において処理する｡ 

２ 第８条２項の規定に基づき設置された部会の庶務については、そのつど定めるものとする｡

３ 各部会の庶務の処理に当たっては、環境生活企画室と協議を行うものとする｡
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別表１  

部 会 名 審     議     事     項 

大 気 部 会 

１ 大気汚染防止に関する事項 

２ 騒音防止に関する事項 

３ 振動防止に関する事項 

４ 悪臭防止に関する事項 

水 質 部 会 
１ 公共用水域及び地下水の水質汚濁防止に関する事項 

２ 土壌汚染防止に関する事項 

自然・鳥獣 

部 会 

１ 自然環境保全地域及び環境緑地保全地域に関する事項 

２ 自然公園に関する事項 

３ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関する事項 

４ 希少野生動植物の保護に関する事項 

温 泉 部 会 温泉に関する事項 

別表２ 

部 会 名 議     決     事     項 

大 気 部 会 

１ 騒音に係る環境基準の類型指定 

２ 航空騒音に係る環境基準の類型指定 

３ 新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型指定 

４ 騒音規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

５ 振動規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

６ 悪臭規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

７ 大気汚染測定計画の作成 

水 質 部 会 

１ 公共用水域、地下水及び土壌測定計画の作成 

２ 水質環境基準の水域類型指定 

３ 健康有害物質等に係る排水基準の設定 

４ 健康有害物質使用汚水等排出施設の構造基準等の設定 

５ 健康有害物質に係る土壌及び地下水の基準値の設定 

６ 生活排水対策重点地域の指定 

自然・鳥獣 

部 会 

１ 自然環境保全地域の区域変更及び保全計画 

２ 環境緑地保全地域の区域変更及び保全計画 

３ 県立自然公園の区域変更 

４ 県立自然公園計画の決定、廃止及び変更 

５ 鳥獣保護管理事業計画の作成及び変更 

６ 第一種特定鳥獣保護計画及び第二種特定鳥獣管理計画の作成及び変更 

７ 狩猟鳥獣の捕獲の禁止又は制限 

８ 第一種特定鳥獣及び第二種特定鳥獣の捕獲の禁止又は制限 

９ 鳥獣保護区の指定及び特別保護地区の指定 

10 猟区の維持管理に係る事務の受託者の指定 

11 指定希少野生動植物及び特定希少野生動植物の指定及び指定解除 

12 指定希少野生動植物の生息地等保護区の指定及び指定解除 

13 指定希少野生動植物の管理地区の指定及び指定解除 

14 指定希少野生動植物の保護管理事業計画の策定及び変更 

温 泉 部 会 

１ 温泉掘削、増掘及び動力装置の許可又は不許可の処分 

２ 温泉掘削、増掘及び動力装置の許可の取り消し、公益上必要な措置命令の

処分 

３ 温泉採取の制限の処分 
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【参考】環境審議会条例に関係する法律 

環境基本法（平成5年法律第91号） 

（都道府県の環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）  

第四十三条 都道府県は、その都道府県の区域における環境の保全に関して、基本的事項を調査審議

させる等のため、環境の保全に関し学識経験のある者を含む者で構成される審議会その他の合議制

の機関を置く。  

２ 前項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、その都道府県の条例で

定める。 

水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

（都道府県の審議会その他の合議制の機関の調査審議等）  

第二十一条 都道府県の区域に属する公共用水域及び当該区域にある地下水の水質の汚濁の防止に関

する重要事項については、環境基本法第四十三条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機

関が、都道府県知事の諮問に応じ調査審議し、又は都道府県知事に意見を述べることができるもの

とする。  

２ 前項の場合においては、政令で定める基準に従い、環境基本法第四十三条第二項の条例において、

前項の事務を行うのに必要な同項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関する特別の定

めをするものとする 

自然環境保全法（昭和47年法律第85号） 

（都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）  

第五十一条  都道府県に、都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関を

置く。  

２ 前項の審議会その他の合議制の機関は、温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）及び鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法律第八十八号）の規定によりその権限に属させら

れた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における自然環境の保全

に関する重要事項を調査審議する。  

３ 第一項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定

める。 
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大気 水質 自然・鳥獣 温泉 民泊

1 石川　奈緒 岩手大学理工学部　准教授 環境科学 6期 ○

2 伊藤　　歩 岩手大学理工学部　教授 水環境工学 7期 ○

3 大友　幸子 山形大学名誉教授 地質学 1期 ○

4 小野澤　章子 岩手大学人文社会科学部　准教授 社会学 5期 ○

5 齊藤　貢 岩手大学理工学部　教授 大気環境工学 3期 ○

6 櫻井　麗賀 岩手県立大学 総合政策学部　講師 生態学、動物行動学 1期 ○

7 渋谷　晃太郎 岩手県立大学研究・地域連携本部　名誉教授 林学、自然公園 8期 ○ ○

8 鈴木　まほろ 岩手県立博物館　学芸第二課長補佐 植物 6期 ○

9 丹野　高三 岩手医科大学　特任教授 医学・公衆衛生 6期 ○

10 塚本　善弘 岩手大学人文社会科学部　教授 環境学 3期 ○

11 辻　盛生 岩手県立大学総合政策学部　教授 環境生態工学 3期 ○

12 晴山　渉 岩手大学理工学部　助教 廃棄物工学 3期

13 山内　貴義 岩手大学農学部　准教授 動物・哺乳類（大型獣類） 2期 ○

14 山﨑　朗子 岩手大学農学部　助教 医学・金属中毒 5期 ○

15 小野寺　真澄 岩手県環境保全連絡協議会(ニッコー・ファインメック㈱代表取締役) 環境保全 4期 ○

16 工藤　貴子 JA岩手県女性組織協議会 委員 自然保護 2期 ○

17 佐々木　千恵子 盛岡市医師会　理事（葛クリニック　院長） 医学一般 1期 ○ ○

18 佐藤　美加子 奥州地方森林組合　総務課長 森林育成・保護 1期 ○

19 佐藤　康 岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合　理事長 温泉利用（事業者） 3期 ○ ○

20 篠原　亜希 岩手弁護士会（日高法律事務所） 民法等 4期 ○

21 寺長根　実 (公社）岩手県猟友会　副会長兼専務理事 鳥獣保護 2期 ○

22 盛合　敏子 岩手県漁協女性部　会長 海の水質 1期 ○

23 武田　哲 岩手県市長会 滝沢市長 2期

24 佐藤　信逸 岩手県町村会　副会長 山田町長 2期

公
募

25 岩井　光信 (株)水清建設 自然環境一般 1期

26 宮本 亮 農林水産省東北農政局　生産部長 水質 2期 ○

27 杉山　佳弘 経済産業省東北経済産業局　資源エネルギー環境部長 水質 2期 ○

28 宮本 健也 国土交通省東北地方整備局　企画部長 水質 2期 ○
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村
長

特
別
委
員

岩　手　県　環　境　審　議　会　委　員　名　簿（任期：R6.4～）

（敬称略、委員構成毎に五十音順）

番号 氏　　　　名 所属及び職 専門分野等
在任
期間

(R6～R7）

所属部会

大
　
学
　
等
　
学
　
識
　
経
　
験
　
者

業
　
界
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団
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